
174-衆-厚生労働委員会-20 号 平成 22 年 5 月 14 日 

馳浩議員、大村秀章議員、古屋範子議員、高橋千鶴子議員の質問に対し、山井厚労政務官 答弁 

 

○馳委員 おはようございます。自由民主党の馳浩です。 

 私は、日ごろは文部科学委員会に所属しているのではありますが、きょうは、同僚委員の了解もいただいて、厚

生労働委員会で初めて質問をさせていただきますので、藤村委員長、お手やわらかによろしくお願いいたします。 

 それで、児童扶養手当の法案の審議に入ります前に、最初に漢字のお勉強をちょっとさせていただきたいと思

います。 

 資料として、きょう私はプラカードというか飛び道具を用意してまいりましたので、委員の皆さん方、ちょっ

とお疲れのようでありますが、頭の体操ということでおつき合いをいただきたいと思います。 

 まず大臣、政府に障がい者制度改革推進本部というのがありまして、そこで「障がい者」は「がい」という字が

平仮名になっているんですね。この意味するところは何でしょうか。まず、お答えをいただきたいと思います。 

○長妻国務大臣 会議体をつくるときに議論があったわけでありまして、「障害者」といいますと、「害」のところ

は漢字で書くわけでありますが、その漢字が適切かどうかという議論がありまして、平仮名ということで本部の

名前を統一したらどうかと。これはいろいろな御意見があります。それが逆に不自然じゃないかというような御

意見も数々の団体からもございますけれども、いろいろな検討をした結果、平仮名ということになったというふ

うに聞いております。 

○馳委員 ちょうど、時あたかも、今、六月の決着を目指して、文化審議会の漢字小委員会で、新たに常用漢字に

どういう漢字を採択するかと。したがって、常用漢字に採択をし、日常生活において使っていくわけであります

から、我が国の文化政策そして日常の生活においても必要と思われる、頻度の高い、こういうふうな観点で漢字

の採択の検討がされていて、実は、きょう私が指摘をいたします「碍」という字については、採択すべきかどう

か、政府の障がい者制度改革推進本部の議論を受けて対応すべきである、こういうふうな現状に今あるんですよ。 

 だから私は、今からお示しをするこのプラカードを持ってきたんです。委員の皆さんにもわかるようにつくっ

てきたんですが、田中美絵子さん……（発言する者あり）いない。では、近藤さんにしようか。同じ石川県のよし

みということで。 

 うかんむりの「害」と書いたときの「障害者」と、いしへんの「碍」と書いた「障碍者」、武部先生、見えます

か。実は、同じ「がい」という漢字でも、語源を調べていくと全く意味が違うんですね。このことを私はぜひ御理

解をいただきたいと思って、きょう、このプラカードを持ってきたわけであります。 

 ちなみに、大臣、戦後、当時は当用漢字といいました。そのときに、このいしへんの「碍」というのは外された

んですよ。ただし、今でも、融通無碍の碍、あるいは日本碍子という会社の碍、こういうふうに私が言うと、皆さ

んも、ああとうなずいておられますが、使われておりますが、一般には確かに余り使いませんよね。 

 そこで、一応、大臣の漢字の知識を伺うというわけではありませんが、うかんむりの「障害者」といしへんの

「障碍者」、まず、どう違うと思われますか。 

○長妻国務大臣 私も全部正確に答えられるわけではありませんけれども、いしへんの方は、意味としては、石

があって、それが妨害になって、その人が前に進めないというか動きがとれなくなる、別の何らかのものに妨害

されて、妨げられているというような意味合いではないかと思います。そっちのうかんむりの「害」の方は、人に

妨げというか害を及ぼすのか、あるいはそこからそういうふうに位置づけられるのかというような感じではない

かと思います。 

○馳委員 大体のポイントはついておられますので、これからちょっと専門的に入っていきたいと思います。 

 山井さん、そもそも論を聞きますよ。漢字というのは表意文字ですか、表音文字ですか。さあ、どっちでしょ

う。 

○山井大臣政務官 突然の御質問でありますが、表意だと思います。 

○馳委員 表意文字なんですよ。なぜ表意文字なんですか。これは、あなたは小学校のときに国語の先生に習っ

ていますよ。 



○山井大臣政務官 ちょっと昔のことで覚えておりませんので、高校の先生である馳先生に教えていただきたい

と思います。 

○馳委員 いやいや、もちろん、私が教えるというそんな僣越な立場でもないんですが、要は、その形が意味を持

っている、意味をあらわす、だから表意文字なんですよね。ハングル文字とかローマ字とか、あれは表音文字です

ね。音をあらわすということでつけられている。こういうふうな仕分けがされているんですよ。 

 そこで、大臣も先ほどおっしゃった、うかんむりの「害」といしへんの「碍」について、ちょっと説明を進めて

いきたいと思います。 

 まず最初に、うかんむりの「害」というのは、これは皆さんもちょっとごらんいただいて、一番下にある口とい

うのは祈りの言葉をあらわしているそうです。その上にありますのは刀剣、刀や剣をあらわしているそうであり

まして、うかんむりは、これはまさしくかさでありますから、覆うという意味であって、祈りの言葉を切り刻ん

で、それをかさで覆い隠すということで、妨げるとか、プラスというよりもマイナスの意味で使われていたそう

であります。 

 細川副大臣、自害という言葉、御存じですか。この漢字を使って、自害。どんな意味ですか。自害してもらっち

ゃ困るんですが、自害。 

○細川副大臣 詳しくはわかりませんけれども、自害は、みずからが自分を害するというか、自害するというの

は、自殺をされる、みずから命を絶つというような意味だと思います。 

○馳委員 つまり、この「害」には、傷つける、切り刻むという意味もありまして、まさしく、みずからを切り刻

み傷つける、そしてみずから命を絶ってしまうという、余りいいイメージではありませんよね。 

 したがって、現代において、「障害者」と呼ぶときに、漢字でうかんむりの「害」が使われ、妨げるという意味

ももちろんございます、これが使われ続けているということに、私も国語の教員として、ふさわしくないなとい

うふうに常々思ってまいりました。 

 そこで、先ほど、いしへんの「碍」と言いましたが、実はこれは俗字でありまして、原字を今から出します。加

藤勝信さん、見えますか。 

 もともとは、いしへんに疑うという字を書いたんです。「礙」という漢字の語源を今から申し上げたいと思いま

すが、疑うという漢字はそもそもどういう意味を持っているのか。思い迷うさまを形づくるそうです。立ちどま

って振り返る様子をいうんだそうです。思い迷う、人が思い迷っている形、立ちどまって振り返る姿、そしてそこ

から、妨げられる、妨げる、遮る、こういうふうな意味としても使われるようであって、これにいしへんがついて

いるんですね。まさしく石というのは、道をふさぐ石があるんですよ。そして、人が思い迷い、立ちどまり振り返

っている姿。いしへんの「碍」というのは、そもそもそういう語源としての意味があるんですよね。 

 実は、明治時代の文学作品には、夏目漱石の「吾輩は猫である」、あの作品にはこっちのうかんむりの「害」が

使われておりまして、同じ時代の作品として、森鴎外の「金貨」という作品にはこちらのいしへんの「碍」が使わ

れております。森鴎外というのはお医者さんでもありましたよね。非常に文学者としても高名な森鴎外としては、

いろいろな意味合いを持たせてこの「障碍」という字を使っておられたのかなと私は類推するわけであります。 

 そこで、政権交代したからという意味でもないんですが、私はあえて今から長妻大臣を応援する意味で申し上

げるんですが、ちょうど文化審議会の漢字小委員会で、国民に使ってもらう常用漢字の追加漢字を選定している

段階で、その中において、政府の障がい者制度改革推進本部の議論を受けて最終的に判断をする、こういうふう

な表明がなされているんですよ。私は、あの漢字小委員会の議事録も読みました。そう書いてありました。 

 とすると、もともとの「礙」まで私は戻せと言っているのではありませんし、漢字小委員会では、（資料を示す）

こちらの漢字を政府の障がい者制度改革推進本部の議論も踏まえて採択するかどうか六月中に判断すべきである、

こういうふうな議論になっているんですね。 

 そうすると、私は語源から言うのでちょっと失礼かもしれませんが、うかんむりの「害」でいえば、障害者が社

会全体に害を与える、負担をかけているわけではないんですよ。むしろ、長妻さんたちが目指そうとしている障

害者政策というのは、障害者みずからが、石、つまり世間の偏見、先入観、政策の不備、社会環境の不備、それに

よって立ちどまり振り返らざるを得ないような現状、環境にあるんですよ、それを解消していこうとする障害者



の制度改革が必要なんですよという姿勢をぜひ示してほしいし、その方向性を大臣も政務三役も持っておられる

と私は信じています。 

 だから、あえて字にこだわるのですが、この「碍」の字をやはり採択し、社会の偏見、先入観、社会環境の不備、

政策の不備、それを解消していくような政策を政府として強力に推進していくんだ、そういう決意でぜひ臨んで

いただきたい。 

 昔から、名は体をあらわすという言葉もありますよね。まさしく漢字は表意文字でありまして、我が国の政策

が、この漢字小委員会において、文化政策として、さあどうしようかというちょうど曲がり角にあるのが今この

時期なんですよ。六月に最終決定をしようかというのが漢字小委員会、文化審議会の判断です。 

 何度も言って申しわけないんですが、大臣、私、長くなりましたが冒頭にこういうことを申し上げてまいりま

したが、大臣のお考えをちょっとお聞かせいただければと思います。 

○長妻国務大臣 障害者自立支援法にかわる新しい制度を議論する、そういう場が今ございまして、そこでも議

論があるのは、自立支援法もそうですけれども、障害者の、まさに当事者の意見というのが非常に重要で、そこを

怠ることはできないということであります。 

 その漢字をどういう字を使うのか、平仮名なのか、新しいいしへんの漢字なのかも含めて、やはり当事者の御

意見を丁寧に伺う必要があるということで、私としても再度、この障がい者制度改革推進会議で御議論をいただ

くように、もう時期も六月ということでありますので、もう一回私の方からもお願いをして、どういう表現、どう

いう漢字がいいのか御議論をいただくようにお願いしたいと思います。 

○馳委員 その障がい者制度改革推進本部、会議の議事録も私は読ませていただいたら、そもそも障害者という

言葉を変えたらどうかと。鳩山総理は、チャレンジドというふうな単語をお使いになったことを私は記者会見で

拝見しましたが、でも、それはちょっと本末転倒なんですよね。 

 国民にとっては浸透している、障害、障害者という言葉。しかし、我が国は漢字文化圏でもありますが、仮名ま

じり文字、まぜ書きは私は余りよくないと思うんですね。そうなったときに、常用漢字にいしへんの「碍」も採択

をし、法律や公文書にも政府が積極的に使い始めることによって、この政府の方針は障害者政策に対して今まで

の政権とは違うんだよとか、こういうふうに進めていくんですよという姿勢を示すことも必要ではないのかな、

私はこういうふうに思って、あえて、長年ずっと違和感を持っておったうかんむりの「害」ではなく、いしへんの

「碍」を使うべきではないのかな、こういう意味でちょっと冒頭申し上げましたが、さて、山井政務官、いかがで

しょうか。 

○山井大臣政務官 馳委員にお答えを申し上げます。 

 障害者という言葉には、私も、その言葉そして漢字、両方非常にやはりひっかかりを長年ずっと感じておりま

した。何か当事者の方々に対して非常に失礼なんじゃないかなというような印象を長年持っておりました。 

 ただ、では、それにかわる言葉あるいは漢字としてどれがよりベターなのかという議論になりますと、さまざ

まな意見も出てくると思いますし、先ほど長妻大臣も答弁されましたように、何よりもその当事者の方々の意向

なり思いということを聞きながら、障がい者制度改革推進会議を踏まえてまた検討していかねばならないと考え

ております。 

○馳委員 では、児童扶養手当法の改正について質問を進めていきます。 

 今回の改正の背景、立法事実には、収入面で困窮する父子家庭の多さと、その父子家庭からの母子家庭同様に

児童扶養手当の支給を望む声、これに配慮した結果だと思われますが、それでよろしいでしょうか。 

○長妻国務大臣 やはり、近年、母子家庭のみならず父子家庭においても経済的支援というものも重要であると

いうことで、いろいろ御要望もございますし、あるいは私どももかねてよりそういう主張をしておりましたので、

今回この法案を提出させていただきました。 

○馳委員 そうであるならば、同様な生活状況に陥っている母子家庭と父子家庭の平等な取り扱いも、改正の趣

旨として含まれているのでしょうか。 

○長妻国務大臣 児童扶養手当を支払うということについては、母子家庭のみならず父子家庭も対象にするとい

うことでありますけれども、それ以外の平等な取り扱いということで、先ほども質問がございましたけれども、



いろいろ、父子家庭と母子家庭、まだまだ取り扱いが違う施策もたくさんございますので、今のところ完全に平

等ということではありませんが、それについて、適切でないようなものについては平等な取り扱いを今後とも検

討する必要があると思います。 

○馳委員 今回父子家庭にも支給するとなりますと、今まで母子家庭に限ってきた理由、法の趣旨、これが破綻

をしていないとつじつまが合わないというふうな指摘もできます。 

 そこで、今まで母子家庭に限ってきた理由とは何でしょうか。その理由の中で、どこがどう破綻をしている、都

合が悪くなったので、そして、つまり父子家庭も同じ状況だから母子家庭同様に児童扶養手当を支給する、こう

いうふうな結論に至ったのか、お答えいただきたいと思います。 

○細川副大臣 お答えいたします。 

 父子家庭につきましては、母子家庭と比較した場合、平均的に所得が高くて、そして過去の調査でも、家事を支

援してほしい、こういうニーズが最も高かったわけでございます。そのため、これまでは、父子家庭は家事中心の

支援を行って、経済的支援である児童扶養手当については対象としてこなかったところでございます。 

 しかし、最近の調査などによりますと、例えば平成十九年十月に公表した調査でありますけれども、母子家庭

並みに大変経済状況が厳しいところがふえてまいりまして、そういう父子家庭でも、これまでは家事の支援とい

うのは大変強かったわけでありますけれども、家計の支援をしてほしい、こういうニーズが第一位に、トップに

なってきております。 

 そういうことで、さらには、父子家庭に対しての経済的支援を求める声というのが大変高くなってまいりまし

て、平成二十一年にはそういうＮＰＯ活動が全国的な組織で結成をされましたり、あるいは全国の市長会とか町

村会の方からも父子家庭への支援というのが要請をされてきたわけでございます。 

 そういうことで、父子家庭の中にも母子家庭並みに厳しい状況に置かれて経済的支援を要する家庭があるとい

うことを重要な課題として認識をいたしまして、今法案の提案となったところでございます。 

○馳委員 私の質問したことと、ちょっと何か答弁の趣旨がずれているような気がするんです。 

 今までは母子家庭に限っていた、これからは父子家庭もと。 

 私は、法律が制定された時代をちょっと見てみたんですよ。昭和三十六年の第三十九回臨時国会で、この児童

扶養手当法案が成立しているんですね。昭和三十六年、私の生まれた年です。この時代の女性の、結婚した女性あ

るいは働く女性の置かれている社会環境や家庭を取り巻く社会環境の違いと、そして現代との違いというふうに

言えば一言で済むのかなというふうに私は思うんですよ。 

 女性は結婚をして家庭に入るものだ、余り、高校、大学を出て就職する人はそんなに多くはなかったですね。そ

して出産をし、家で家事、育児をやるものだという、恐らくそういう社会通念というものはあったと思いますね。

現代、そんなことをもし大臣や政務三役が主張するようなことがあったら、恐らく、失言どころか放言として、あ

っという間にその座を引きずりおろされると思いますよ。 

 となってくると、この児童扶養手当法案によって、母子家庭にお支払いしていたものを父子家庭にも支払うよ

うな状況になってきた、そこがまさしく先ほど大臣もおっしゃった、やはり家計が不安だなという部分のニーズ

が高まってきたということと考えると、父子家庭においても、子供がちっちゃい場合には働きに行けないな、預

けるところがなかなかないな、やはりこういうハードルというのは依然として残るので、母子家庭同様に父子家

庭に対してもそういうサービスも総合的に提供していく環境づくり、政策づくりが必要だな、私はこういうふう

な政策転換の流れがあるというふうに思っているんですよ。 

 そこで、次に質問を進めますが、今回の改正による既存の政策体系との整合性についてお伺いします。 

 既存の母子家庭支援策は四つの柱から成り立っておりますが、まずその概要と、その中で児童扶養手当はどこ

に位置づけられて、そして今回の改正で、四本柱の理念、内容について、その存続を含めて変更があるのかどう

か。今回の法改正の粗筋になると思いますので、お答えいただきたいと思います。 

○山井大臣政務官 馳委員にお答え申し上げます。 

 馳委員は、児童虐待防止法の件、また子供の教育、子供の貧困解消のために先頭に立って取り組んでこられて、

非常に敬意を表するところでございます。 



 先ほどまさにおっしゃいましたように、以前は母子家庭の貧困ということが世の中の大きなテーマでありまし

たが、非正規雇用がふえたりする中で、本当に父子家庭の貧困問題というのがもはや無視できない量というか数

というか、そういう時代になってきたというのがこの改正の背景であります。 

 お尋ねの母子家庭に対する支援につきましては、子育てと生計の担い手という二重の役割を一人で担わざるを

得ないということを考慮して、具体的に申し上げますと、まず第一点は、保育所の優先入所やヘルパー派遣など

の子育て・生活支援。そして二点目は、母子家庭等就業・自立支援センターやハローワーク等による相談、職業訓

練などによる資格、技能の取得支援などの就業支援。そして三点目は、養育費相談支援センター等における相談、

情報提供等の養育費の確保、つまり、離婚したお父さんからいかにお金を、養育費をちゃんともらうかというこ

とであります。四点目が経済的支援。 

 この四本柱に基づき母子家庭への総合的な自立支援を行っておりますが、児童扶養手当につきましてはこの中

の最後の四番目の経済的支援として位置づけているところでありまして、法改正後もこの理念に変わりはないも

のでありまして、引き続き、この四本柱に基づき母子家庭に対する自立支援策を推進したいと考えております。 

○馳委員 子育てと生活支援、就業支援、養育費の確保、経済的支援、この四本柱には変更はない、今後とも引き

続きということの山井政務官の御答弁であったと思います。 

 しかし、この四本柱で父子家庭に適用できない部分もあるのではないかなというふうに思うんです。既存の母

子家庭の具体的な自立支援策において、父子家庭に適用されるもの、あるいはされないもの、こういう区別はあ

ると思うんですが、お答えいただきたいと思います。 

○山井大臣政務官 馳委員にお答えを申し上げます。 

 今の四本柱につきまして、まず、このうち子育て・生活支援、養育費の確保については、平成十四年の母子及び

寡婦福祉法の改正のときに、父子家庭についても対象にいたしました。具体的には、子育て・生活支援として、保

育所の優先入所やヘルパーの派遣であります。また、養育費の確保として、養育費相談支援センターによる養育

費の取得等に関する相談対応等を実施しております。 

 就業支援関係については、母子家庭の母に対して、母子寡婦福祉法に基づき技能訓練支援などを行っておりま

す。父子家庭に対しては、ハローワーク等による一般対策の中で対応しておりますが、就業支援を必要とする父

子家庭がこうした一般対策に結びつくよう、平成二十一年度から、母子家庭等就業・自立支援センターで、父子家

庭に対する就業相談の実施やハローワークへの引き継ぎ等の支援を実施しております。 

 また、経済的支援の柱の一つである児童扶養手当に関しては、今回の改正を考えているというところでござい

ます。 

○馳委員 そこで、一つちょっと疑問があるんです。 

 それは母子寡婦福祉貸付金制度でありまして、これは児童扶養手当と同じ経済的支援策でありますから、この

貸付金制度についても、今回の改正とあわせて父子家庭にも適用されるようにすべきではないんでしょうか。い

かがですか。 

○長妻国務大臣 これについても、確かに四つのカテゴリーでいえば経済的支援の範疇に入ると思います。今回

の児童扶養手当も入っておりまして、それについては今回法律をお願いしているということで、この貸付金につ

きましては、父子の方については、今、社会福祉協議会が実施している生活福祉資金貸し付けということが利用

可能になっておりまして、そこでの利用を周知を図っていくということでございまして、この福祉貸付金につき

ましては、引き続き母子家庭向けの対策というふうに位置づけていくことで進んでまいりますけれども、これは

今後の課題としていきたいと思います。 

○馳委員 私、今大臣も答弁をされながら、ううん、これはちょっと検討した方がいいのかなというふうに思い

ながら答弁されたんじゃないかなというふうに、何となくちょっと拝聴いたしました。 

 では、資料がもしあればいいんですけれども、運用上父子家庭にも貸し付けることができるこの都道府県の社

協の生活福祉貸付金制度、運用上と言っていますけれども、現実、どのぐらい貸し付けを現在やっているんです

か。 

 今大臣は、周知をする必要もあるんだけれども、実際にやっている、こういうふうにおっしゃいましたから、ま



さしく父子家庭でも似たようなこの貸付金制度を使えるはずなんですね。では、どの程度今父子家庭はお使いな

んでしょうか。 

○長妻国務大臣 これは、今の時点でそういうようなことに着目した統計はとっていないというふうに思います

ので、今後、どういう形で確認できるかを検討して、例えば父子家庭、母子家庭がどの程度利用しているのか、現

状把握をしていきたいと思います。 

○馳委員 都道府県の社会福祉協議会というのは、本当に、やはりそういう生活困難な御家庭にとってはすがる

ような思いで相談をする場所になりますね。 

 先ほど大臣おっしゃったように、運用上使うことができる生活福祉貸付金制度、父子家庭も使える、それを周

知もしている、けれども実際にどの程度使われているかというのは、まだちょっと皆さん、統計をとっておられ

ないんですね。 

 できれば、統計をとるに当たると、また面倒な仕事を現場に与えるかもしれませんが、実際どれだけ使ってい

ると言うと、現場の職員たちは、ああ、こういう制度も提供できるんだ、こういう認識を新たにすることもできる

わけですね。したがって、私は、まずは実態を把握していただいて、運用上生活福祉貸付金制度があるんですよと

いうことを、やはり父子家庭にももっと広めていただければなということをまず申し上げたいと思います。 

 次に、生活保護法との整合性についての質問をいたします。 

 今回の改正で、児童扶養手当が父子家庭にも適用され、その児童扶養手当は、自立支援策の子育て支援ではな

くて経済的支援策として、最後に支給要件として所得制限もあるということでは、生活保護法の趣旨との区別が

つかないような気がするんですね。いかがでしょうか。 

○長妻国務大臣 これは御存じのように、生活保護については、収入のみならず、資産とかあるいはいろいろ、親

族等の支援とか、かなり厳格にミーンズテストと言われるものをして判断するということでありますけれども、

児童扶養手当は、一人親ということに着目をして、非常に大変な家事あるいは仕事ということで支援をさせてい

ただこうという趣旨でありますので、必ずしも二重の考え方、制度とはならない。生活保護を受けておられる方

でも、お子さんが高校生以下であれば児童扶養手当が出るわけでありますけれども、ただ、そのときは一〇〇％

収入認定されますので、その上乗せということにはならないということでございますので、二重ということでは

ないというふうに考えております。 

○馳委員 なかなか一見ではその辺ちょっと区分がつきづらいものですから、ちょっと突っ込むようであります

が、こういう質問を続けさせていただきます。 

 関連して、児童扶養手当が所得制限を設けた上で支給されるものであるならば、父子家庭にとどまらず、両親

はそろっているけれども経済的に困窮している家庭も児童扶養手当の支給対象にするべきではないか、こういう

ふうな理屈立てをしようと思えばできますが、いかがでしょうか。 

○長妻国務大臣 確かに、全く収入だけで考えるとそういうような話も出てくるんだと思いますけれども、収入

のみならず、一人親の場合は、では家事、家事というのをやっても収入は算定できないわけでありますけれども、

その家事を担わなければならない、一人二役といいますか、一人何役もやらなければならないということに着目

をして児童扶養手当というのは設けられた制度だというふうに考えておりますので、そういう考え方でやってい

きたいと思います。 

○馳委員 私、今ちらっと思ったんですが、一人親家庭であって、おじいちゃん、おばあちゃんと一緒に生活して

いる場合には出るんですか、出ないんですか。 

○長妻国務大臣 これは支給されます。 

○馳委員 というのは、私は、大臣の今の答弁を聞いていて、それはやはり家事もあるし、子供一人置いて働きに

行くというのはなかなか大変だな、一人親家庭への支援策としてこれは当然だと思って聞いていたんですが、一

人親であっても、自分の両親と一緒に暮らしている、しかし、世帯が別であったりとか生計を別にしているとか、

こういうふうなことというのはあるじゃないですか、田舎へ行ったりすると。田舎じゃなくても、都会でも二世

帯住宅などで。そういう家庭も出るのは、何となく趣旨が混同されるんじゃないのかなと思うんです。 

 でも、要件としては、一人親であっても親と一緒に生活していたら、一人親ということで出るということでい



いんですね。 

○長妻国務大臣 それは、そういう場合でも支給されるということであります。 

○馳委員 私としては何となく釈然としないような思いもあるんですが、ちょっと次の質問に移ります。 

 関連して、生活保護との関係で、母子加算が復活したことも問題ではないかなと思っております。つまり、母子

家庭において、生活保護を受けている家庭と受けずに児童扶養手当のみで頑張っている家庭の経済的支援の公平

性の問題があると思います。 

 もう一つ、生活保護を受けていない母親が自立意欲を失って、安易に生活保護を受ける方向に流れるというモ

ラルハザードが起きる懸念がありますけれども、これは私の取り越し苦労かな、いや、そういう指摘もできるの

かなと思いますが、いかがでしょうか。 

○山井大臣政務官 馳委員にお答えを申し上げます。 

 これは、今回の父子への児童扶養手当というよりも、生活保護の母子加算ということに関することも含めてで

あると思いますが、生活保護の母子加算の復活におきましては、馳委員が御指摘のようなこともやはり大きな大

きな論点になりました。 

 やはり、福祉というのは難しくて、必要な方に支援をするということはもちろん重要なんですけれども、公平

性というのも非常に重要でありまして、一部の方々が優遇されているのではないか、逆に精いっぱい頑張ってい

る方が後回しになっているのではないかというような疑念を持たれると、制度というのはもたないというふうに

思います。 

 そこで、御質問の生活保護の母子加算と児童扶養手当に関してです。 

 これは釈迦に説法になりますが、生活保護制度というのは、御存じのように、資産や収入、親族からの扶養な

ど、あらゆるものを活用してもなお生活に困窮される方に対して必要最小限度の生活水準を保障する、最後のセ

ーフティーネットであるということを考えております。そしてまた、生活保護の決定に当たっては、資産、収入、

稼働能力の有無など、要件を厳格に調査した上で実施するものでありまして、こうした要件を満たした方々に限

り利用できる制度になっております。 

 また、最近行いましたデータによりますと、一般の母子世帯と生活保護の母子世帯というものを比較しました

ところ、通院中の被保護母子世帯の母親の最も気になる病気の約三割がうつ病や心の病気でありまして、一般母

子世帯では約一割。また、母子加算をもらっている被保護母子世帯の母親の約七割がＤＶの被害の経験があり、

一般世帯平均では約三割というデータもあります。 

 また、高等学校等の進学率を見ると、平成二十一年度では、一般の世帯は約九八％であるのに対して、生活保護

世帯は八七％と低くなっております。先ほど一般世帯と言いましたのは、母子のみならず一般の世帯のことであ

りますが、その九八％に対して、生活保護世帯は八七％と低くなっております。そういう意味では、教育の機会も

しっかり確保して貧困の連鎖を防止するということも必要でありまして、そのことも含めて、必要性、緊急性に

かんがみ、生活保護の母子加算を復活して支給しているところであります。 

 一方、残念ながら、一般の母子世帯も、社会全体で比べると非常に貧困な状況が続いておりまして、先ほどの室

井委員の質問にもありましたように、五〇％を超える一人親世帯が相対的貧困率で貧困層に入っているというこ

とで、先進国でも最も低い水準になっております。 

 その意味では、生活保護を受けている母子世帯に限らず、母子世帯全体の底上げが重要であるということを私

たちも重々認識しておりまして、そのために、子ども手当や高校教育実質無償化なども含めまして、子育てや子

供の教育に重点を置きつつ、母子世帯全体の就労支援をさらに進めることを通して、そういう不公平という問題

が生じないようにしたいと考えております。 

 それと、もう一つ質問いただきました、生活保護を受けていないお母さん方が自立意欲を失い、安易に生活保

護を受ける方向に流れるモラルハザードが懸念されるということに関しましては、先ほど答弁しましたように、

生活保護というのは、資産もあるいは扶養要件も含めて非常にハードルが高いわけでありまして、その意味では、

日本の母子世帯は世界的に見ても就業率が非常に高くなっているにもかかわらず、児童扶養手当と合わせて所得

が必ずしも一般の母子世帯では高くないというところであります。その意味では、一般の母子世帯の意欲、就業



意欲、自立意欲を欠くことのないように、底上げ、全体的な母子家庭への支援策に力を入れてまいりたいと考え

ております。 

 長くなって申しわけありません。 

○馳委員 そうですね。こういった形で手当は確かに支給される、制度として確保されますけれども、やはり就

業意欲を失わないように、働いて自分の生活を自立させて、そして子供を立派に成長させようという意欲をサポ

ートするような政策といったものをどんどん進めていただきたいというふうに思います。 

 ちなみに、今山井さんの答弁を聞いていて思ったんですが、厚生労働省は、母子家庭、父子家庭あるいは一人親

家庭、こういうふうな分類の中で児童虐待の類型といったものを分析しておられますか。私、実は、後でまたこれ

を詳しく追求してお伺いしようと思っているんですけれども、つまり、最近痛ましい事件が多うございますし、

我々も青少年特別委員会で議論の最中でもありますが、やはり負担の多い一人親家庭、母子家庭、父子家庭、特に

虐待の加害者として実母が多いですね。そういった分類といったもの、分析といったものは厚労省の方ではされ

ておられますか。 

○山井大臣政務官 馳委員にお答えを申し上げます。 

 やはり家庭の事情と虐待の問題というのは因果関係がありまして、今馳委員御指摘のように、離婚をされた、

新しい男性の方と一緒に住まれた、ところが、新しい男性の方と自分の子供とどっちに愛情を注ごうかという中

の被害を子供が受けて、実母の方が残念ながら虐待をされてしまうという痛ましいケースもふえております。 

 一人親家庭における児童虐待については、平成二十年度の全国児童相談所長会が実施した児童虐待相談のケー

ス分析等に関する調査研究によると、全国の児童相談所が平成二十年の四月一日から六月三十日までの期間に新

規に受理した虐待またはその疑いがあったケース六千七百六十四世帯のうち、二千百七十世帯が一人親家庭にお

けるものとされており、その割合は三二・一％という調査結果が報告されております。 

○馳委員 大臣、虐待の事案というのは、リスク家庭という、やはり未然に防止するという水際作戦が一つ大事

だと思うんですよ。 

 同時に、これは山井さんの得意な分野でありますけれども、虐待があったときに罰するだけじゃだめなんです

よね。家族が再統合できるような支援策、それをやはり受けようとする、当然児童相談所の仕事にはなりますけ

れども、児童相談所は、介入をし、切り離して保護をするだけではなくて、親に対する支援というものも同時にさ

れなければならないんだけれども、残念ながら、児童福祉司の数や専門性について、まだまだ十分ではありませ

んねという声が全国から上がっております。 

 私は、たまたまここの部分で、母子家庭、父子家庭、一人親家庭、置かれている環境において、今後はもしかし

たら妊娠した段階から、子供を取り巻く環境についての不安要因、リスク要因をできるだけ解消するような支援

が必要ですねと。こんにちは赤ちゃん事業にしても、全部やっている都道府県とまだまだ十分ではない都道府県

とでは、やはり温度差がまだありますよね。こういったところをやはり熱を入れてやっていってほしいなと思い

ながら、私はちょっと申し上げたところであります。虐待案件については、また後ほど伺いたいと思います。 

 ちょっと本題にまた戻しますけれども、先ほどの生活保護の母子加算が復活しましたが、従前の母子加算と同

じように父子家庭もその対象になっておりますよね。確認です。 

○山井大臣政務官 馳委員にお答え申し上げます。 

 もちろん父子家庭にも母子加算は出ております。そういう意味では、この母子加算復活の議論のときにも、母

子加算は父子家庭を含めた一人親世帯全体に出ているのに、児童扶養手当はなぜ母子家庭だけなのか、そんなこ

とも論点の一つになった次第でございます。 

○馳委員 これは制度としての公平性だと思いますね。 

 調査室の資料にも指摘されていたケース・バイ・ケースの案件について、ちょっとお伺いいたします。 

 例えば、離婚した夫婦に二人以上子供がいて、それぞれが子供を引き取り養育した場合、今回の改正で、母子、

父子の両家庭に児童扶養手当が支給されます。これによって、偽装離婚による不正受給や、さらには安易な離婚

を誘発する懸念が生まれます。 

 この二点について、どういうふうに対処していくべきか。私も、余りこういう性悪説にのっとるような質問を



したくないんですが、こういう悪利用をしようと思えばできるんですね。それについての対処はどうされるおつ

もりか、お伺いしたいと思います。 

○細川副大臣 この件につきましては、厚生労働省の方で調査もいたしております。国がサンプル的に指導監査

を行った百自治体の実績では、児童扶養手当が過払いといいますか不正受給されていた件数の割合は、平成二十

年度で、受給者のうち〇・四％、そのうち母の婚姻によります過払いというのは受給者の〇・二％、そういう実態

調査になっております。 

 そこで、そういう不正受給といいますか過払いがないようにするためにどういうことをやっておりますかとい

うと、まず、請求があった場合には、戸籍謄本とか住民票などの必要な書類の提出、そしてまた聞き取り調査、必

要に応じては現地の実地調査というものをやっておりまして、そこで受給資格の厳格な調査をやっている、こう

いうことでございます。 

 そして、受給をするようになった後では、毎年一回、八月に現況の届け出を義務づけておりまして、その提出が

される際に、窓口において書類の確認のほか聞き取り調査、受給資格の有無の確認もまた行っております。 

 それから、外部から時々、この人は不正の受給者じゃないかというような通報などもいろいろございますから、

そういうような通報があった場合には、現地の調査とかそういうことで事実確認なども行っている、そういう調

査もいたしております。 

 そこで、今回も、この改正で父子家庭に支給対象が拡大されるわけですけれども、これまでやってきたような

形で、不正がなされないようにしっかりやっていきたいというふうに考えております。 

○馳委員 イタチごっこの部分がどんな制度にもあるんですよ。ぜひ公平公正な行政サービスとして提供できる

ようにお願いしたいと思います。 

 こういうふうに議論してきましたが、今回の改正は、児童扶養手当が父子家庭にも拡大されたという単純な問

題ではありません。既存の政策体系との問題、生活保護制度との問題など、大きな問題が横たわっております。だ

からこそ、政権交代前に厚生労働省は、慎重に検討すべき課題が多いと言っていたのだと思います。 

 では、今回の法改正に当たって、慎重に検討すべき課題について、具体的にどのような方法で、どのくらい慎重

な検討がなされてきたのか、このことをお伝え願いたいと思います。 

○長妻国務大臣 まず、やはり今回の検討についても、ここでも御指摘いただいたような生活保護との関連性は

どうあるべきか、あるいは、先ほど前の方でも質問が出ましたけれども、父子家庭と母子家庭でまだ対応に差が

ある部分はどう考えるのかなどなど、いろいろ検討させていただいたわけであります。 

 その中で、一人親家庭でどういうニーズがあるのかというニーズ調査がありまして、全国母子世帯等調査とい

うことで、これは父子世帯も入っているんですが、これについて、これまでずっと、母子世帯は困っていることの

ナンバーワンが家計の問題だったんですが、父子家庭では家計は二位でありまして、家事が一番困るということ

だったんですが、平成十九年の十月に公表した調査においては、もう父子も母子もやはり家計が一番困るところ

である、こういうようなニーズも出てき、あるいは、全国町村会等々あるいはＮＰＯの活動などなどにおいて要

望が強まってきた、こういうようなこともかんがみて、今回、法律を提出させていただいたわけであります。 

○馳委員 大臣、私が聞いていたのは、今回提出に当たって、政務三役会議あるいは専門家の方々から、政権交代

の前には、慎重な検討が必要である課題が多いと厚生労働省みずから認めているわけですよね、その課題をどう

いうふうにクリアするための検討がなされてきたんですかということを今私が聞いたんです。今大臣がお答えに

なったのは、私がきょう一番最初に質問したことをそっくりそのままお答えになっただけなんですよね。 

 では、大臣、今回法改正するに当たって政務三役で議論された内容というのは、これは公開されていますか。 

○長妻国務大臣 政務三役会議の議事録というのはとっておりませんが、政務三役会議が終わった後、政務官に

よるブリーフィングということで、マスコミの皆様方にその中身についての概要を御報告する、こういう手順に

させていただいております。 

○馳委員 私、報道で、枝野大臣が発言しておられるのを、なかなかいいことを言うなと思ったのは、政策の決定

プロセスを明確にしていくこと、これがやはり税金の無駄遣いの一番肝であると。 

 そう考えると、政務三役会議もできるだけ公開をし、どういう議論の積み重ねでこの法案の提出に至ったのか



というものがだれにでも見ることができるようなガラス張りというのは、長妻大臣ならそういう方針にされたら

いいと私は思いますよ。私も、ちょっと資料を読んでいて、かつての厚生労働省の慎重に検討すべき課題が多い

という指摘を、では政権交代でどうクリアされたのかなというものがわからないものですから今お伺いをしたと

いうこと、このことをやはり、私の質問の意図を御理解いただきたいと思います。 

 質問を先に続けますが、支給要件や支給額についてお伺いいたします。 

 支給要件や支給額、さらには支給制限など、大部分において母子と父子家庭に差がないのに、なぜ父にのみ、監

護している子供と生計を同じくすること、これが支給要件となっているのでしょうか。 

    〔委員長退席、中根委員長代理着席〕 

○山井大臣政務官 馳委員にお答えを申し上げます。 

 今、長妻大臣に対して、どのように慎重に検討したのかということがございますが、少しだけつけ加えさせて

いただきますと、政務三役会議でも議論をいたしましたし、平成二十一年の七月二日に全国町村会からの要望が、

父子家庭にも児童扶養手当をというのが参りましたし、六月三日、全国市長会から参りました。また、十一月十三

日は全国市長会からも参りまして、平成二十一年度に入って、そういう自治体からの要望もふえてきたというこ

と。またさらに、全国父子連、父子家庭の親の会の方々もたびたび厚生労働省に要望に来られまして、その中で、

本当に父子家庭が置かれている状況というのが年々厳しくなっているということを、要望もお聞きいたしました。 

 そして、そういうことを受けて、政権交代後、子供の貧困率そして一人親世帯の貧困率ということを、改めて、

厚生労働省として初めて計算して発表させてもらう中で、やはりこれは、国際的に見ても、子供の貧困、一人親世

帯の貧困というのが非常に深刻で、その中に父子家庭のことも含まれているということで、こういう判断をさせ

ていただいたわけであります。 

 そして、お尋ねの母子の要件と父子の要件が違うじゃないかというのは、実はこの法案のまさに一つの大きな

ポイントとなっております。 

 その理由は、現行では、父子家庭には児童扶養手当が支給されず、また、父が子と生計を同じくしている場合

は、母による監護や養育者による養育があっても、母や養育者に手当は支給されないということになっているん

ですね。要は、一人親世帯の中で今まで出なかったのが、父と子が生計を同一にしている場合だけが抜けていた

わけです。その抜けていた穴をすっぽりと今回埋めさせていただいたということが理由の一つ。 

 それともう一つは、母と子が生計を同じくしていない場合でも、今までから母が子を監護している場合には支

給されていることから、御指摘のとおり、父母と支給要件が異なるのでありますが、それはどういうことかとい

いますと、今まで、母が子を監護していると、そのお母さんに児童扶養手当が出ているわけです。その場合に、い

や、今回新しく、お父さんが生計同一だからそっちを優先しますともしやれば、今までお母さんに出ていた児童

扶養手当がお父さんに移ることになりまして、これはやはり、今までと引き続き、お母さんや養育者に手当を支

給するという現在の支給関係を今回は変えるべきではない。少なくとも今抜けている人に支給するというのが最

大の眼目であって、それ以上父と母の関係を変えてしまうと、そのことによってまた、法改正の本意ではなく、何

かお父さんと子供の奪い合いとかそういうことになってしまっては、結局、子供にとって、あるいは一人親世帯

にとって、もし不利益変更になっては法改正の趣旨に反するということがございまして、現在の支給関係に変更

を加えないという原則にいたしました。 

 また、母子家庭のお母さんは、経済的な問題のみならず、それに加えて就業経験等が少ないなど、父子家庭の父

よりもさらに厳しい就業状況等に置かれているという状況に関しては、やはり父子家庭と母子家庭の差は依然と

してあるということは変わらない、そういう状況認識の中で、これまでの母子家庭を中心としていた児童扶養手

当の体系を損なうことなく、母子家庭と同様に経済的に困難な状況にある父子家庭の一部について、同様に手当

の支給を受けることができるように要件を緩和したというのが今回の趣旨でございます。 

    〔中根委員長代理退席、委員長着席〕 

○馳委員 一言で言えば、制度の穴を埋めた。そうしたらわかりやすい、そういうふうに言ってくださればわか

りやすいんです。 

 次の質問です。 



 支給対象の児童について、現在、母子家庭について政令で定めている児童も存在するが、父子家庭の場合にお

いて政令で予定されている児童、こういうのは差は何かあるんでしょうか、同じでしょうか。 

○山井大臣政務官 馳委員にお答え申し上げます。 

 現在の児童扶養手当法では、対象児童として、父母が婚姻を解消した児童、父が死亡した児童、父が一定の障害

の状態にある児童、父の生死が明らかでない児童が規定されておるほか、これらに準ずる状態にある児童で政令

に定めるものと書かれております。 

 現在の政令では、父が引き続き一年以上遺棄している児童及び父が法令により引き続き一年以上拘禁されてい

る児童などと定めておりますが、父子家庭への支給対象となる児童については、これと同様の政令にしようとい

うふうに考えております。 

○馳委員 なかなか政令というものは時々わかりづらいものですから、ありがとうございます。 

 続いて、単純に母子家庭と同水準の所得制限を設けて児童扶養手当を支給するということは、これは妥当なん

でしょうか。 

○山井大臣政務官 馳委員にお答えを申し上げます。 

 今回の改正においては、一人親家庭という点で、母子家庭並みに困難な経済状況にある父子家庭に児童扶養手

当の支給対象を拡大しようという趣旨でありまして、この所得の水準に関しましても、母子家庭に着目して設定

されているものと同様にしたわけであります。 

 例えば、父子家庭の場合、平均収入が高いからといって、もし父子家庭に関して違う額を設定した場合、収入が

高い父子家庭に児童扶養手当が支払われる一方、同じ収入である母子家庭には支払われないこととなって不合理

が生じるとか、そういうことがありまして、父子家庭、母子家庭の差はつけないということにしました。 

○馳委員 次に、児童扶養手当は、一人目が全部支給で四万一千七百二十円、そして加算額は、二人目の子供に五

千円、三人目以降一人につき三千円となっておりまして、一方、子ども手当は、単純に子供の数に応じて月額一万

三千円を乗じた額が支給されることになっております。 

 この制度の公平性というんですか、子ども手当のようにすることでいいんじゃないですか。どうなんでしょう、

この辺の考え方。手当なんだから。どうでしょう。 

○山井大臣政務官 馳委員にお答え申し上げます。 

 確かに、これは素朴な疑問なんですね。子ども手当は一人につき額が決まっている、掛け算になる。ところが、

児童扶養手当というのは、今おっしゃいましたように、一人目が四万一千七百二十円で、二人目、三人目となる

と、五千円、三千円という加算にすぎないということで、例えばフランスとかでも、フランスの児童手当、子供手

当というのは、子供の数がふえるに従って額を変えていっているということで、これも、国際的にも考え方もい

ろいろなものがあると思います。 

 これについては、簡単に言えば、子ども手当と児童扶養手当の理念の違いということであります。 

 児童扶養手当は、一人親が育児と生計を一人で担わねばならないということによる、一人親の構造的なハンデ

ィキャップに着目して支給する手当でありますから、児童一人一人に対して支給するのではなくて、世帯を単位

として、手当の本体額に加算額を支給する形で考えております。そして、子ども手当の方は、子ども手当の趣旨か

ら、子供一人の育ちを応援するということですから、子供一人に注目して出している。そういう理念、趣旨の違い

であります。 

○馳委員 大体、山井さんは饒舌になればなるほど理念の迷路に入っていくんですよ。手当なんだから、子供一

人一人に着目してやればすっきりするんですよ。余りしゃべり過ぎない方がいいですね、いつも思うんですけれ

ども。 

 では次の、その子ども手当との関係で申し上げます。 

 子ども手当と児童扶養手当、これは子育て家庭に対する経済的負担を軽減するという点でまさしく同じであり

ますから、この子ども手当と児童扶養手当の根本的な違いというのはどこにあるんでしょうか。 

○山井大臣政務官 児童扶養手当については、一人親家庭が育児と生計を一人で担わねばならず、また、不安定

な就労条件に置かれているといった特定の状況に着目して支給しているものであります。 



 一方、子ども手当は、子育てを未来への投資として、次代の社会を担う子供の健やかな育ちを社会全体で応援

するという観点から支給しております。 

○馳委員 やはり理念は一緒にした方がいいような気がするんですけれどもね、手当なんですから。やはり、こ

れは今後の一つの政治的な課題だと私は思いますよ。 

 次の質問に行きますが、子ども手当の支給によって、既存の自治体独自の一人親家庭への給付政策が削減され

る可能性はないんでしょうか。現在、そのような動きはありますか。 

○山井大臣政務官 馳委員にお答えを申し上げます。 

 自治体独自の一人親家庭への給付政策については、個別にその状況を把握はしておりませんが、御指摘のよう

に、子ども手当というものが入るからという理由で施策の見直しを検討しているところがあるというような話は

聞いてはおります。 

 これらの施策については、あくまでもそれは地方自治体の判断であるかとは思いますが、やはり、子ども手当

の趣旨というのは子供の育ちを応援したいという趣旨でありますし、そこでもし地方自治体が今まで独自にやっ

ていた施策を減らすと、一般の世帯に比べて一人親世帯が相対的に不利益をこうむるということになりかねませ

んので、厚生労働省としては、ぜひ地方自治体にこれからもその独自の施策は続けていただきたいというふうに

期待をしております。 

○馳委員 それもやはり自治体の財源力の差にも影響されるのかなと、私はちょっと心配をいたします。 

 子ども手当が民主党の衆議院選挙での公約どおり子供一人当たり月額二万六千円になったら、今回の父子家庭

にも拡大される児童扶養手当や生活保護の母子加算などなど各種の手当制度は、財源確保の難しさはもちろん、

重複部分をなくしていくためにも、それこそ事業仕分けが必要だと思います。いかがでしょうか。 

○長妻国務大臣 これは先ほど来、山井政務官も答弁しておりますけれども、児童扶養手当というのは経済的な

支援、子ども手当といいますのは、経済的支援という側面も当然ありますが、一人一人の子育て、子育ちを応援す

るということで、所得制限もかけていない、そして一人一人、第二子も第三子も同じ金額ということでございま

して、少子化の流れを変えたいという思いもございます。 

 その意味で、それぞれ別の目的でございます上、日本国の子供にかける予算というのは、先進国の中でもＧＤ

Ｐ比で非常に低い部類に入っている、少子化も、先進七カ国で出生率は最も低い、こういうことにかんがみて、私

どもとしては、こういう形で実施をしたいというふうに考えております。 

○馳委員 私は別に偉そうにアドバイスするわけじゃないんですけれども、ここの議論は、菅直人財務大臣、ま

た枝野さんたちと、手当が幾種類かあるよね、経済的支援という側面でいえば似ているよねという部分と、今、政

権でも議論になっていると思いますけれども、いわゆるサービスを、これは学童保育もありますね、保育所、特に

都会の保育所整備等々ございますよ。やはり、いろいろなメニューを総合的に踏まえて、その限られた財源だ。菅

さんも、六月に財政の中期フレームをつくる、そのための議論はやはりみんなでやりましょうよと言っている時

期であって、これは民主党の政権であろうと自由民主党の政権であろうと公明党の政権であろうと、限られた財

源、いただく税収をどう使うのかという意味では、私は同じ議論だと思うんですよ。 

 だから、手当が、児童扶養手当の分、生活保護の母子加算、子ども手当等々ですね、手当ということでちょっと

整理した方がいいんじゃないのかな、同じような財源はもうちょっとサービスの現物支給でも使えるんじゃない

のかな。僕は、この議論は避けては通れないし、その議論をすることに長妻大臣も積極的に応じればいいんじゃ

ないのかな、まずこのことを申し上げておきたいと思います。 

 次の質問に入ります。 

 民主党マニフェストには、「五年以上の受給者等を対象に行っている児童扶養手当の減額制度を廃止する。」と

明記されておりましたが、どうして今回の改正案にはこの減額制度の廃止がないんでしょうか。 

○長妻国務大臣 我々としては、この減額制度の廃止については、鳩山政権一期四年の中で実現をしていきたい

というふうに考えております。今回の法律改正案の中にはこれは盛り込んでおりませんけれども、政府の中の調

整がつき次第、実行していきたいと思います。 

○馳委員 わかりました。明快な御答弁ですね。 



 この減額制度は、児童扶養手当の性格を、離婚後の生活変化に対する激変緩和措置ととらえる意味合いを持っ

ているんでしょうか。一方、母子家庭に対する経済支援であるとの性格との関連性はどうなるんでしょうか。減

額制度、今後、多分今の大臣の答弁では、四年間の中で廃止する、そういうふうに受け取りましたが、それならそ

れで私はいいんですけれども、いかがでしょうか。 

○細川副大臣 この一部支給停止の措置につきましては、就業支援施策等の強化を図るのとあわせてこの制度も

導入されたものでありまして、委員御指摘のような、離婚後の生活激変を一定期間内で緩和する、そして母子家

庭におきます自立を促進する、こういう趣旨でございます。 

 そういう中で、この十四年の改正では、一人親家庭への支援策として四本柱、子育て・生活支援、就業支援策、

養育費の確保、そして経済的支援策、これを総合的に自立支援をしていくということで、児童扶養手当制度につ

いてもこの総合的な支援策の一環として位置づけている、こういうことであります。 

○馳委員 次のテーマに入っていきますが、養育費の問題です。 

 実は、離婚に当たって、一人親家庭において、養育費の取り決めをしていない母子世帯の割合が五八％、養育費

を受けたことのない母子世帯の割合は五九％。いずれも六割ですね。本当に、世の中にはとんでもない男がいっ

ぱいいるものです。けしからぬことですよ。 

 そこで、これは厚生労働省だけではないと思いますが、法務省とも連携をしながら、養育費の一層の確保、これ

に向けてどういう取り組みをしていくべきか。後でまた親権の話はするんですけれども、離婚後は単独親権です

よね。だからといって、離婚したときの養育費の取り決めから逃げていいとはもちろん限らないわけですよ。本

当にけしからぬ話ですよ、この数字は。 

 この養育費の確保に向けて、厚生労働省としてどうお考えになっていくか、お伝えください。 

○細川副大臣 委員御指摘のような、けしからぬ数字になってきております。 

 そこで、この養育費を確保するということにつきましては、まず、養育費というものは、だれが親権者であろう

と、親である限り、きちっと支払う義務、負担する義務がありますので、親ならば当然払う、そういう全体的な機

運をやはり盛り上げていくことがまず第一だろうというふうに思います。 

 そしてまた、委員も指摘されましたように、離婚をする際にはきちっと、養育はだれがどういうふうに分担を

するのかというような、親が子供の養育のための取り決めということをしっかりやるということ、それから、そ

の決めた養育費の支払いを促進する、こういうことが重要であろうというふうに思います。 

 そこで、厚生労働省といたしましては、大体養育費がどれぐらいかというような相場を示しました養育費の手

引というのを地方自治体に配布いたしまして、その啓発なども行っておりまして、平成十九年度からは養育費相

談支援センターというものを設置いたしております。 

 そして、このセンターでの事業につきましては、三つありまして、一つは、相談に来られた困難事例の相談対

応、二つ目は、母子家庭等就業・自立支援センターの養育費専門相談員など地域での養育費相談に従事している

方を対象とする研修、そしてホームページなどによる情報提供などをいたしております。 

 そして、養育費の確保で、これは法的にもしっかりやらなければいけないというようなこともありまして、民

事執行法を改正いたしまして、従来は、今まで払わなかった養育費を請求する、こういうことでありましたけれ

ども、将来の養育費の部分についてもその請求ができる、強制執行手続もできるというような、そういう民事執

行法の改正もできたところでありまして、そういうさまざまなことを使いまして養育費の確保に取り組んでまい

りたいというふうに思います。 

○馳委員 これも実は、大臣、さっきと同じようなことを私は言いたいんですよ。 

 これはやはり、むしり取るぐらいでもいいから、強制執行をちゃんとしなきゃいけないですよ。そして、法的措

置ができるようになっているんですね。これは実態をぜひ調べさせてほしいです。払えるのに払わない男親とい

うか、離婚をしたときの協議において養育費の問題というのは大きな問題ですよ。ぜひこれは、非常に細川副大

臣の言い方も優しいので、本当はもっと強制的なことができるんですよね。したがって、これはもうちょっとし

っかりとさせる、法務省とも連携をしながらやるべきだということを私は申し上げたいと思います。 

 次に、子育てと生活支援策として保育所の優先入所の法定化がありますけれども、小学校の入学後においては、



放課後児童クラブへの優先入所、これについてはどうなっているんでしょうか。 

○細川副大臣 放課後児童クラブへの優先的な入所はどういうような扱いなのか、こういう御質問でございます。 

 この点につきましては、厚生労働大臣告示をしておりまして、「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のための

措置に関する基本的な方針」、この告示の中で、保育所への優先入所、それとともに、同じように、放課後児童ク

ラブの優先的利用について規定を定めているところでございます。 

 また、地方公共団体に対しましては、母子家庭や父子家庭が放課後児童クラブを優先的に利用できるような通

知も発出しておりまして、全国会議の場を活用いたしまして周知を図っているところでございます。 

○馳委員 大臣、私は、自由民主党の中で強烈な、学童保育法制化を進めるべきだという論者で、ずっとずっとも

う十四年間頑張ってきたんですよ。 

 御存じのように、児童福祉法では放課後児童クラブ、一般には学童保育という言い方もされておりますが、い

わゆる学童、小学生の放課後の居場所、また、休日、祝日等の居場所の問題です。こういう陳情は多分、結構、市

会議員さんとか多いですよね。 

 今現在でも、小学校の敷地、施設を使ってできるようになっています。あの頭のかたい文部科学省も、大分施設

基準の緩和をしてきましたね。私は、もっともっと進めさせるべきであり、ましてや指導員の処遇改善、あるい

は、子供の居場所でありますから、その安全性ということ、そして、今求められているのはやはり障害を抱えた児

童の放課後の居場所、これは本当に大変ですよ。 

 そう考えると、私は、この学童保育の法制化というものはぜひやっていくべきだとずっと自民党の中で叫び続

けているんですけれども、なかなかマニフェストに入れてくれなくて、まあこれは内輪の話としても、これは本

当に、一人親家庭、もちろんそうですね、母子家庭であろうと父子家庭であろうと、この学童保育は法制化をし、

指導員あるいは施設の基準づくり、安全管理、こういったことは厚生労働省も文部科学省もありませんよ、ぜひ

これをやっていくべきだということを思っているんです。 

 力足らずではありますが私はもっと頑張りますが、大臣、どう思われますか。 

○長妻国務大臣 今は放課後児童クラブという名前で呼んでおりますけれども、小学校を見ますと、まだ実施率

が一〇〇％ではありませんで、それが設置されていない小学校もあるということで、まずはそれについてお願い

をして、障害となるものがあればそれを取り除く努力をする。 

 そして、ことしに入って閣議決定いたしました子育てビジョンの五カ年計画で、この放課後児童クラブを、現

状は定員が八十一万人でございますが、これを平成二十六年度目標値百十一万人にしようと。小一から小三まで

の全人口の五人に一人の定員が今ありますが、それを五年後に三人に一人の定員までしようということ。 

 あとは、よく言われる小一の壁ということで、保育所はある程度夜まで預かってくれるんだけれども、小学校

に上がった途端、放課後児童クラブが夜が早いということで、そこで仕事をかわらざるを得ないという親御さん

のお話もございますので、そういうことも含めて、現金支給のみならず現物の部分も取り組んでいきたいと思い

ます。 

○馳委員 今大臣は、私が指摘をした法制化の話はちょっとあえて避けられたような気もいたしますが、この充

実というのは、特に、私は川端文部科学大臣にきつく言ってほしいんですよね。小学校の敷地、施設を使えるじゃ

ないかと。ちょっと改築すれば、十分使えるんですよ。親だって安心ですよ。小学校というのは、基本的に小学校

一年生の足で歩いて通うことのできる距離にあるわけですよね。学童保育にとってもベストの環境にありますよ。 

 これまでの経緯もありますから、民間でやっていたり児童館でやっていたりすることもありますが、小学校に

おいてもできるんですよ、施設も十分使えるんですよということを進めていく必要もあるし、また指導員の、多

分これは全国平均を調べたら数字が出ると思いますが、百五十万から二百万の指導員の給与ですよ、こういう現

状を放置しておくべきではないということを強く申し上げたいと私は思います。 

 最後に、一人親家庭支援策のもう一つの問題を申し上げて、答弁を伺って終わりますが、現在、離婚後の共同親

権の法制化運動や、離婚後の親権、監護権のない親からの子供との面会交流を求める運動が大変盛んになってお

ります。私も、共同親権の問題や、親権の問題について取り組んでおります、この面会、面接交流権ね。 

 この運動について、手当という、児童扶養手当のこの問題ばかりではなく、私は、厚生労働省として、こういう



運動についての認識を深めてもらい、賛成をして、法務省あるいは外務省とも、これはハーグ条約に絡む問題で

もありますよね、ぜひ取り組んでいただきたいと思っているんですよ。 

 大臣の認識をお伺いして、私の質問を終わります。 

○長妻国務大臣 まず、今の点におきましては、今法務省が民法の改正を検討しておりまして、その趣旨のこと

も盛り込むか否か検討中であると聞いております。 

 そして、今おっしゃった、両親が離婚しても子供にとっては親子の関係には変わりがありませんし、子供の福

祉を害しない限り、子供の成長のため、別れて暮らす親子が面会する交流というのは、これは好ましいことだと

いうふうに認識しております。 

 ただ、それについてどこまで、例えばルールあるいは法律ということを課していくのかというのは、これは慎

重に考える必要があると思っておりまして、まずは民法の改正の考え方というのを、我々も必要があれば意見を

法務省にも申し上げていきたいというふうに考えております。 

○馳委員 今の答弁、私はちょっと容認できないんですね。 

 離婚家庭のことをちょっと。大体母親が親権を持っていますよ。養育費も払わないようなお父さんに対して、

要は吹き込むわけですよ、あんなお父さんと、悪口言い放題ですよ。当然、会わせようとしないわけですね。逆

に、養育費を払っていたとしても、離婚にはいろいろな事情が男女の間で、夫婦の間でありますから、いいことを

言わない、相手に会わせようとしないわけですよ。 

 でも、一人親家庭への支援というのは、私たちは、手当の問題は、親への支援というのは直接的なんですが、本

質的には子供の最善の利益を守ってやるという観点で、子供にとって、両方の親と会えるということ、離婚をし

た後でも自分にはお父さんとお母さんがいて愛されている状況にあるんだということをつくり出すということの

認識はとても必要だと思っているんですよ。それが、残念ながら、今の民法の規定では単独親権ですから、できな

い状況にあるんですね。ある意味では、一人親家庭で相手の親に会わせないことは虐待ではないかというふうな

認識を示している学会もあります。 

 こういうことも含めて、また私は改めて見解を求めていきたいと思いますが、以上、きょうのところはこれで

質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○藤村委員長 次に、大村秀章君。 

○大村委員 自由民主党の大村秀章でございます。 

 それでは、時間をいただきましたので、その時間の範囲で質問を順次させていただきたいと存じます。 

 まず、Ｂ型肝炎訴訟につきましてお聞きをしたいと存じます。 

 本日、五月十四日金曜日、午前十時から、札幌地裁での和解勧告を受けての原告団との和解協議が始まったと

いうふうにお聞きをいたしております。この和解協議の中でどのような内容の解決策、救済策を示されたのか、

まずお聞きをしたいと思います。 

○長妻国務大臣 まず、Ｂ型肝炎につきましては、札幌地裁から和解のテーブルに着いたらどうか、こういうよ

うなお話がございまして、その回答期限が本日でございます。先ほど札幌地裁の場で、国として和解のテーブル

に着くというお話を申し上げたわけでございますので、今後、裁判所を介して誠実に交渉をしていきたいという

ふうに考えております。 

○大村委員 本日、札幌地裁での和解協議において示された内容というものをお聞かせいただけませんか。 

○長妻国務大臣 これは、私もまだ詳細に国としてどういう発言をしたかというのは聞いておりませんけれども、

基本的には、テーブルに着くということを申し上げ、詳細の交渉は、今後、裁判所を中心に実施をしていくという

ことであります。 

○大村委員 今、長妻大臣は詳細なことは聞いていないというふうに言われました。これは大変な問題だと思い

ます。要は、Ｂ型肝炎の訴訟の問題は、もちろん政府全体で対応するから法務省というのもあるんでしょうけれ

ども、やはり所管は厚生労働省であるはずですから、確かにこの委員会をやっている時間であるとはいいながら、

十時から始まっている和解協議について内容を詳細聞いていないというのは、これはゆゆしき発言だと私は思い

ます。 



 もう一回尋ねます。きょう十時から始まっている和解協議において、どういう内容を原告団に示されたのか。

ちょうど厚生労働委員会というこの機会でありますから、やはり国会そして国民の皆さんにお示しをいただくの

が私は責任だと思います。 

 もう一回お尋ねをいたします。きょうの十時からの和解協議でどういう内容のものを示されたのか、お聞かせ

をいただきたい。 

○長妻国務大臣 先ほど来答弁いたしておりますけれども、本日については、和解のテーブルに着きます、基本

的にはそういうお話をしたということであります。 

○大村委員 それだけでございますか。具体的なもの、中身、どういうふうに進めていくかについては何ら示さ

れていないということですか。ただ単に、和解のテーブルに着きますということを一言言ったということだけで

すか。それでは協議にならないと思いますが、どういう内容のものを、どこまでのことを言われたのか。どういう

論点があるか。例えばこういう論点がある、こういう論点がある、こういうものを詰めていくんですということ

があるはずなんですけれども、それについてお聞かせいただけませんか。 

○長妻国務大臣 基本的には、先ほど来申し上げておりますけれども、本日の時点では、テーブルに着く、交渉を

いたしますということを申し上げ、我々としては、和解対象者の確認方法などなどについて論点があるのではな

いかというふうに考えているわけでありますが、これについて、きょう、具体的な何か提案を提示したというこ

とではありません。 

○大村委員 今、確認方法などなどというふうなことを少し言われましたけれども、などなどということでは困

るのでありまして、要は、裁判の和解のテーブルに着く、その場合には国としてこういう点、今、確認方法と一つ

言われましたが、こういう点、こういう点について、やはりこれを詰めて原告団にお示ししなきゃいけないから

というようなことを言っているはずなんですけれども、そういう点について、中身は一切この委員会でお話しで

きないということでよろしいですか。 

○長妻国務大臣 本日は、まず、札幌地裁において、国としては和解のテーブルに着くということを申し上げ、具

体的な国としての提言というのは本日はいたしておりません。今後、裁判所を介して国としても誠実に対応する

ということであります。 

○大村委員 私は、一言言って、それで和解の協議にきょう一時間以上かかったというふうに聞いておりますが、

そんなことはないと思いますね。やはり裁判になって、いろいろ、こういう論点、論点、論点があるはずでありま

すから、それについてこれから詰めて、そして原告団にお示しをしたいということをお話をされているはずなん

ですけれども、そういうことは一切、この国会の厚生労働委員会という場で全くお示しをいただけない、非常に

残念だと言わざるを得ません。何でそれを隠すのかというふうに言わざるを得ないと思います。 

 それでは、じゃ、そのときに、いつまでに、いつをめどにこうしたものを示すということをお考えなのか、その

点についてお聞きしたいと思います。 

○長妻国務大臣 これについては、私どもとしては、政府を挙げて、総理大臣とも何度か協議をし、関係閣僚とも

協議をし、大変重大な問題であるということを深く認識しているところでございます。 

 その意味で、きょうはテーブルに着くというお話を申し上げたわけでございまして、今後、裁判所を中心に、

我々としても誠実に交渉をしていきたいというふうに考えておりますので、その期限を区切っているというのは、

裁判所もそういう想定はしていないのではないかと思います。 

○大村委員 いやいや、和解について、期限がない、いつまでもいいんだ、いつまでも協議をし続けていいんだと

いうことを裁判所は考えているということは絶対にありませんよ。それはできるだけ早く、速やかに、和解は、と

にかくテーブルに着いてやってくれというのが裁判所の和解勧告ですから、今長妻さんが言われた、そういう期

限というのを裁判所は考えていないというふうに今言われた、それはまさに問題発言だと私は思いますよ。それ

は、今の発言を聞くと、この後ずっと、延々と協議をしていくんだというふうにしか聞こえません。非常に問題だ

と思います。 

 では、例えば、Ｃ型肝炎のときは、十月にたしか和解の協議が始まって、十二月の前半に一区切りの和解が、結

局最後は和解というか決裂をしたわけでありますけれども、二カ月かかっていないというふうに思います。今回



はどのくらいがめどなのか。ちょうど七月に参議院選挙があります。参議院選挙の前なのか後なのか、そのくら

いがめどになるのかどうか、その点についてお考えをお聞きしたい。 

○長妻国務大臣 これについては、和解の成立には国と原告双方の合意が必要であり、和解内容において広く国

民の理解と協力が得られなければならないというのは言うまでもありません。 

 本件の訴訟については、和解対象者の範囲やその確認方法などなど、いまだ議論が尽くされていない論点も多

くて、こうした論点について、和解協議の場において、裁判所の仲介のもと、順次原告団と協議を行っていくこと

が必要だというふうに考えておりまして、現時点で和解の見通し、期限についてお答えするというのは困難であ

ります。 

○大村委員 きょう和解協議のテーブルに着いた、しかし、中身は何も言えない。では、いつぐらいをめどにして

やっていくのか、それも言えない。例えば、二カ月後にある参議院選挙をめどにするのかしないのか、前なのか後

なのか、それも言えない。何も言えない。まさか、参議院選挙があるから選挙の後まで先送りしようというふうに

考えているんじゃありませんか。そんなことでよくも命を守りたいなんて言えたものだ、私はそういうふうに言

わざるを得ないと思います。 

 参議院選挙の前なのか後なのか、参議院選挙の後まで先送りしようとしておられるのかどうか、その点につい

て明確にお答えいただきたい。 

○長妻国務大臣 選挙の期日がどうだこうだということを我々はもちろん考えているわけではありませんで、こ

れについては誠実に裁判所の中で我々としては交渉をさせていただくということであります。 

○大村委員 何もお答えいただけないのは大変残念でなりません。中身も何も言わない、これからの期限といい

ますか、目標とする目安も言わない、何もない。大変残念でなりません。要は、きょうが地裁の和解勧告の期日だ

から、とりあえずテーブルに着いて先送りしようというふうにしておられるんではないか、そう疑わざるを得な

いというふうに思います。 

 それでは、お聞きします。 

 原告団はたびたび上京し、こちらに集まって、面会を、面談を求めております。お会いする気はありませんか。 

○長妻国務大臣 今のところは、私自身は会う予定というのはございません。 

○大村委員 残念でなりません。 

 Ｃ型肝炎のときは、私は与党の筆頭理事でおりました。裁判の和解協議中でありました。原告団と当時の舛添

大臣、直接ということは難しいというような声もありましたので、私が与野党理事を集めて、その場に原告団に

お越しをいただき、舛添大臣に来ていただいて、それで原告団と舛添大臣との面談を二回やりました。面談はや

ったんです、Ｃ型肝炎のときに。Ｂ型のときは、今回そういう形でも、どういう形をとっても結構ですけれども、

面談をする、お会いをするという考えはありませんか。 

○長妻国務大臣 今も申し上げましたように、きょうの、もう本当に先ほど、十一時前にそういう回答を申し上

げたわけでございまして、今直ちにここで会うということを言えるわけではありませんけれども、今のところは

会う予定はないということでございます。 

○大村委員 面談はもう三月からずっと、三月、四月と原告団の皆さんがこの東京に上京されて集会をやられる、

そのたびごとに要望はあったはずです。きょう五月十四日は地裁の和解の協議の期日ということでありますから、

ずっとこれまで面談の御要望をいただいているはずなんですけれども、それでも今会う予定はないと言われた。

大変残念でなりません。 

 この点については、引き続き私は強く要請をしていきたいというふうに思います。 

 なお、山井政務官、あなたは、先般私もこの委員会でお聞きをいたしましたが、この委員会でもたびたびと、委

員会だけではなくていろいろな場で、国は和解に応じるべきだということを涙ながらに訴えておられました。き

ょうから協議が始まりました。この和解について、あなたはどういう立場で臨まれますか。 

○山井大臣政務官 大村委員にお答えを申し上げます。 

 昨年、政権交代をいたしまして、与野党の皆さんの力で肝炎対策基本法が成立をいたしました。これも今回の

Ｂ型肝炎の訴訟とは無関係ではありませんで、初めてＢ型肝炎の集団予防接種の最高裁のことについて法律の中



に明記をしたところであります。また、それを一つの土台として、昨年末、予算において、Ｂ型肝炎に効果がある

核酸アナログ製剤についての医療費助成というものがこの四月から初めてスタートをいたしました。 

 そして、肝炎対策基本法、そしてまたＢ型肝炎に対する史上初めての医療費助成を踏まえて、そして、きょうか

ら和解協議のテーブルに着くということになったわけであります。 

 大臣が答弁されましたように、裁判所を仲介にして誠実に話し合いをしてまいりたいと考えております。 

○大村委員 山井政務官、和解にならなかったらあなたは議員をやめますね。答弁ください。 

○山井大臣政務官 大村委員にお答えを申し上げます。 

 まさに、つい先ほど和解協議のテーブルに着くという回答をしまして、これから裁判所を仲介とした話し合い

が始まるというところでありますので、いい方向に進むように私も努力をしたいと思いますし、裁判所を仲介と

して適切な話し合いがこれからなされることを期待しております。 

○大村委員 まるで人ごとのような答弁でしたね。あなたはずっと、この前まで言ってきたんですよ。そのこと

を、もう全部議事録は残っているわけですから、あなたが政治家として言ってきたことをしっかりとやっていた

だかないといけない。 

 要は、和解にならなかったらやめるのかどうか、そのくらいの覚悟で臨むのかということを聞いているんだけ

れども、全然お答えにならない。この間もそうでした。そういう意味で、今回の問題について、今の人ごとのよう

な答弁、まさに腰が引けていると言わざるを得ない。あなたの政治家としての資質を問われるということを申し

上げたいというふうに思っております。 

 なお、我々は、一日も早くこの適切な解決策、多くの患者さんにとってよりよい救済策を講じるべきだという

ことで、この問題をしっかりとフォローしていきたいというふうに思っております。 

 次に参ります。 

 労働者派遣法の取り扱いについてでございます。これは一言だけ申し上げたいと思います。 

 労働者派遣法の法案に入っていたかと思いましたら、今回はこの児童扶養手当の法律に入るということであり

ます。与党側の要請でありますから、予算関連ということもあって我々は受け入れました。ということは、労働者

派遣法については、この改正はあきらめたということでよろしいですか、長妻大臣。 

○長妻国務大臣 これは、内閣として閣議決定をして国会に出させていただいておりますので、もう速やかに成

立をしてくださいということをお願いしているところでございます。 

○大村委員 どうやってやるんですか。では、この児童扶養手当をやめて派遣法にしましょうか。それでもよろ

しいんですか。お答えください。 

○長妻国務大臣 基本的に、国会でその段取りというのは話し合っていただくことだと思いますけれども、私と

しては、これは内閣として閣議決定をして提出した法案でございますので、当然成立をお願いするという立場で

ございます。 

○大村委員 いや、議院内閣制ですから、政府・与党一体で調整をしながらやっているというふうに承知をいた

しております。そういう中で、与党側から、本来の派遣法を、重要広範議案である派遣法をやっているところをや

めて、この児童扶養手当をやってくれということですから、それはそれで了解をしたわけでありますけれども、

そういうことをやって、次はまた独法の法律をやるということで与党側から要請をいただいております。 

 そういうことになってきますと、この派遣法についてやるということには、率直に言って、もう残りの会期を

含めてはなかなか難しいと言わざるを得ないというふうに思います。ですから、この派遣法について、もうこの

国会ではあきらめた、これはもういいんだということでよろしいかということを聞いているのでありますので、

答弁をいただきたい。（発言する者あり） 

○藤村委員長 静粛に願います。静粛に願います。 

○長妻国務大臣 これは繰り返しでございますけれども、内閣として閣議決定をして、国会に審議をお願いして

いる法律でございますので、成立をお願いするという立場でございます。 

○大村委員 では、この後、理事会で協議しましょうか。やめましょうか、これを。派遣法に戻しましょうか。や

めましょう、それだったら。後ほど理事会協議しましょう。そういう不誠実な、あなた方からこの児童扶養手当そ



して独法をやってくれということを言ってきたから、本来イレギュラーだけれども、これを受け入れて、この児

童扶養手当、そしてこの後独法ということを、日程協議もしながらやってきたわけです。そういう意味で、民主党

を初め、この国会のルールというのを全く理解していない。その点については極めて問題だということを申し上

げておきたいというふうに思います。 

 この派遣法についてはもう事実上難しいということを正直に認めて、この後、では、この派遣法について、いろ

いろな課題、問題点がある。関係の皆さんは非常に不安になっている。実際、派遣で働いている人たちの雇用もも

う維持できないんじゃないか、そういうふうな不安もある。中小企業の人材の確保もできないんじゃないか、そ

ういういろいろな問題点があって、私は、事務方にもいろいろな資料も、データも含めてこれは要求しておりま

すけれども、そういったシミュレーション、それからそういった対策も全然出てこない。したがって、この派遣法

については引き続き、さらにさらに、もっともっと問題を深掘りにして議論していこうということを申し上げて

いるのでありますけれども、なかなかそのデータが出てこない。 

 そういう中で、この法案を、こちらを先にやってくれということでありますから、私は、これはちょうどいい時

間ができた、十分これから、まだ秋は通常国会があるかどうかわかりませんけれども、そのままいけば、また来年

の通常国会ということになろうかと思いますが、それに向けて十分これは問題点を議論し、深掘りをしていきた

い、そのことを申し上げておきたいと思います。 

 それでは、この児童扶養手当について質問をしていきたいというふうに思っております。 

 私は、自由民主党の母子寡婦福祉対策議員連盟というのがありますが、その事務局長という仕事をやっており

ます。会長は永岡桂子さん、相談役に谷垣さんと伊吹さんがおられますが、そういった立場で母子寡婦対策、全国

母子寡婦福祉団体協議会というのがありますが、そうした団体の方から幾つか要望を随時承っております。その

要望点を中心にお聞きしたいと思いますが、順番は、母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法というのを

まずお聞きしたいと思いましたが、きょうは中川文科副大臣と長安国土交通政務官にお越しをいただいておりま

すので、まずそちらの方からお聞きをしたいというふうに思います。 

 その要望の中で、この全国母子寡婦福祉団体協議会からの御意見、御要望の中で、母子家庭等の一人親家庭に

ついて、生活基盤が脆弱で、日常生活の食事が規則正しくとれない子供が増加しているのではないか、したがっ

て学校給食というのは非常に重要だ、したがって、こういう母子家庭、また一人親家庭の子供に対する学校給食

の無償化といいますか負担軽減等について御要望をいただいております。 

 この点については、事務方からのお答えでは、低所得の方にはそういった軽減をやっておられるというふうに

は聞きますが、さらに、この母子家庭、一人親家庭についての配慮という点について、この点についてはいかがで

ございましょうか。中川副大臣。 

○中川副大臣 お答えをしたいと思います。 

 まず、仕組みと概要から説明をさせていただきたいんですが、基本的には、生活困窮者について、母子家庭をも

ちろん含めての話ですが、生活保護の就学支援対象に入っている子供たち、ここと、それに準ずる形で、市町村あ

るいは県が中心になって援助をしていく準要保護児童生徒、この二つに分かれるということであります。 

 人数からいきますと、要保護児童生徒については、約十三万人ありまして、全体の一・三％に当たります。それ

から、準要保護児童生徒については、百三十一万人が今対象になっていまして、約一二・七％ということでありま

す。 

 そこで、生活保護の対象になっている子供たちについては、学校給食費というのはそれで賄われていくという

ことでありますが、生活保護のレベルなんだけれども生活保護の対象になっていない子供たちというのもおりま

して、ここのところを文部科学省の関連の補助金で、市町村がまず踏み出してそれに支援をしていく、そういう

制度になっています。ただ、現状は、学校給食費については八人ほどしかこの対象がないということでありまし

て、ほとんど生活保護でカバーをされているというふうに解釈するところなんだというふうに思っています。 

 問題は、この準要保護児童生徒、これは生活保護の対象に準ずる形で県や市町村が手当てをしている部分であ

りまして、先般の小泉改革、三位一体改革によりまして、ここの補助部分というのが地方交付税化されまして、

今、二百九十二億円の枠組みの中で、地方交付税で交付がされております。そんな中で、市町村が実際に就学援助



実績として九百十八億円支出をしておるということでありまして、そこのところを市町村の、地域の実情に応じ

て適切にというか、満遍なく行われていくような、そういう体制をとっていくということだと思っております。 

○大村委員 三位一体で、その分が地方の一般財源に行ったということも承知をしております。この点について

は、所得の多い少ないで線を引いてきめ細かくやっていかれるということの方針は、これはぜひさらに進めてい

ただきたいというふうに思います。 

 なお、この点について我々からいえば、子ども手当に回すお金があるのであれば、こうしたところにもうちょ

っときめ細かく対応していくということが必要ではないかということを、子ども手当の議論のときにも申し上げ

ました。結果、来年の子ども手当を倍にするかしないかの議論でそういう声が出てきているということは、我々

の主張がまさに的を射ていたのではないかというふうに言わざるを得ないと思います。 

 この学校給食の問題、給食代を学校の先生方が、なかなか確信的に支払っていただけない方も含めて、一生懸

命徴収に走っている、そういう状況を見ると、やはりこれは考えていかなきゃいけないんじゃないか。もちろん

財源の手当てというのはありますが、考えていかなきゃいけないんじゃないかと思います。引き続き、母子家庭

も含めた一人親家庭のこうした面についてのきめ細かい対応、給食だけではなくて学校面での対応をぜひお願い

申し上げたいと思います。 

 中川副大臣、もうこれで結構でございますから。ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、公営住宅の入居の話につきましてお聞きをしたいと思います。長安国土交通政務官に

お越しをいただいております。 

 これも、母子寡婦福祉団体協議会の方からも御要請がある話でもございます。公営住宅に対する優先入居、こ

れは国土交通省が通達、通知で各自治体にこういうケースということで示してやっているというふうにもお聞き

をいたしておりますが、それでも、やはり倍率が高いとかいろいろなことがあって、どうしてもこの要望が一番、

優先入居の住宅の要望が非常に多いわけでございます。 

 この点について、確かに、ほかに高齢者世帯、障害者世帯、いろいろな世帯の御要望が多いのはわかりますけれ

ども、母子世帯、一人親世帯につきましてもさらに配慮していただくようなことができないものか、この点につ

いて国土交通省のお考えをお聞きしたいと思います。 

○長安大臣政務官 御指摘の公営住宅についてでございます。 

 公営住宅、これは平成二十年度末時点でございますけれども、全国に二百十八万戸あるわけでございます。こ

の中で、優先入居の取り扱いを受け入居している一人親世帯というのは約二万九千戸となっております。 

 そもそも、公営住宅に関しましては、今委員御指摘がございましたように、国土交通省の住宅局長の通達で、こ

れは平成十七年の十二月二十六日付でございますけれども、公営住宅における優先入居の概要ということで通達

を出させていただいております。公営住宅法の二十五条に基づきまして、特に住宅困窮度が高い方々に対しては、

事業主体の判断によって優先的な取り扱いができることとなっているわけでございます。 

 この一人親世帯に対する優先入居枠の設定等につきましては、一義的にはやはり地方公共団体等が判断するこ

とではございますけれども、委員御指摘ございましたように、母子世帯、一人親世帯の方々は子育てにも御苦労

されておるわけでありますし、また生活にも困窮されている方が多いわけであります。そういった方々をしっか

りと支えるという意味でも、今後とも優先入居制度の活用が図られるように国土交通省としても努めてまいりた

いと考えております。 

○大村委員 ぜひ、この優先入居の問題につきまして、国土交通省、これは自治体の話でありますから、その通知

でということで、要請ということではありますけれども、住宅政策の中で地方の公営住宅について、この点につ

いてまた補助制度をつくるとかなんとかというのはなかなか、全体のバランスの中でどうかという議論はあろう

かと思いますが、ぜひ、この通知ということだけではなくて、さらにもう一歩踏み込んだ対応をぜひお願いした

いというふうに思っております。 

 長安政務官、これで結構でございます。ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、冒頭申し上げましたが、母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法について触れ

たいと思います。 



 これは平成十五年の七月に、全会一致で成立をいたしました。参議院から委員長提案で来て、衆議院でも七月

に、全会一致で成立をしたものでございます。これは五年の期限ということでございまして、残念ながら平成二

十年三月に失効ということになったわけでございますが、この点につきまして、私、お手元に資料をお配りさせ

ていただいております。 

 これは厚生労働省にきのうつくってもらったんですが、十五年度から今日に至るまでの、ハローワークから自

立支援センター、能力開発、その実績をずっと並べました。十五年度から十九年度、二十年三月というと十九年度

でございますが、それによりますと、例えば、母子家庭の母の紹介件数が十九万八千件から三十一万八千件にふ

えたとか、また、母子家庭等就業・自立支援センターの地方自治体実施率が六一％が一〇〇％になったとか、事業

実績の相談件数が一万四千五百件から七万件ぐらいになったとか、正直言って、この五年で相当実績を上げてい

るというふうに思います。 

 そもそも、これは成立時が全会一致で成立をした、実績も上がっているということでもありますし、正直言っ

て、いろいろな事情でこれが失効してしまったわけでありますけれども、これは議員立法ということでもありま

すが、母子家庭の母の就業支援という政策ニーズが少なくなったとか低くなった、そんなことはないと思います

ので、これはぜひ、私はいま一度、もう一回光を当てて、この法律についてやはり復活、再開ということを望む声

が非常に強いわけでございますから、ぜひ関係の皆さんとも話を進めていきたいと思いますが、この点について

厚生労働省のお考えをお聞きしたいと思います。 

○長妻国務大臣 今お尋ねの母子家庭の就労支援策の推進というのは、これはもうもちろん重要なことでござい

まして、この特別措置法の力もあり、五年間でございましたけれども、それが一つの弾みになって今おっしゃら

れたような成果も出てきている。 

 安心こども基金を拡充して、今後、看護師等の養成機関に通う際に生活費の負担の軽減を図る高等技能訓練促

進費を拡充するということも続けてまいりますし、あるいは、母子家庭等就業・自立支援センター事業における

土日に開設した際に加算をするというような制度を、これは今年度から、二十二年度新規事業でさせていただい

ておりますし、マザーズハローワーク、働くお母さんあるいは就業を求めているお母様の紹介あるいは相談、こ

の事業拠点を、平成二十一年度百四十八カ所から今年度は百六十三カ所に拡充するなどなどしてまいります。 

 そして、この法案につきましては、議員立法でもございますので、国会の動向などを見ていきたいというふう

に考えております。 

○大村委員 今のお答えだと、この法律が実績を上げた、成果を上げた、そういう評価はあるというふうには受

けとめさせていただきました。これはまた、議員立法ですから関係の議員の皆さんと少し協議を進めさせていた

だければと思います。 

 なお、この法律の中身でありますけれども、例えば、母子家庭の母の就業支援策の実施状況、こういういわゆる

白書をつくっているんですね。これは十九年度が最後になってしまったわけでございまして、カラー刷りもあり

まして、非常にいい資料だと思いますが、例えば、これは法律に基づいてということになるのかどうかあれです

けれども、この白書はこれが最後になっておりますけれども、法律をどうするかは別にして、こういう白書のよ

うなものを復活させるというお考えはありませんか。 

○長妻国務大臣 これについては、この白書を復活するということは今直ちに考えているわけではありませんけ

れども、ちょうど今、厚生労働白書を作成している段階でもございますので、厚生労働白書の本体の部分にもこ

ういう記述をしっかりとしていきたいというふうに考えております。 

○大村委員 そういうことになりますと、この白書を復活させるためにはやはり法律がないとだめだ、こういう

お答えなのかもしれませんが、ぜひこの点、指摘をしていきたいというふうに思います。 

 それから、この法律の内容の中で、例えば、県に自立促進計画をつくるということがありますが、これは今どう

なっておりますでしょうか。法律が失効しても、これは引き続きやっておるということでよろしいですか。 

○長妻国務大臣 これは、法律が平成二十年三月末で失効しましたけれども、この事業については引き続き継続

をしているということであります。 

○大村委員 同じように、例えば、民間事業者に対する国、地方公共団体からの就業促進の協力要請というのも



この法律の中身でございましたが、この点についてはいかがでございますか。引き続きやっておられますか。 

○長妻国務大臣 これも引き続き継続して取り組んでいるということでありまして、今、こちらにも「事業者の

皆様へ」というパンフレットがございますけれども、「母子家庭の母の就業をご支援ください!!」ということで、

いろいろ支援の方法など、あるいは母子家庭等就業・自立支援センターとはというようなことについても、事業

者の皆さんにお願いをしているということであります。 

○大村委員 もう一つお聞きしますが、この法律の中で第六条ですね、国、地方公共団体による母子福祉団体等

の受注機会の増大への配慮というのがございます。母子福祉団体が、国、地方公共団体、そういったところに、国

の物品とか役務の調達に当たっては適切に配慮するということがありますけれども、この点については、今、い

かがでございますか。 

○長妻国務大臣 これについても、母子福祉団体等への事業発注の推進というのを継続しておりまして、母子家

庭等就業・自立支援センター事業について母子福祉団体へ運営委託を行っている自治体の数でありますけれども、

平成十五年度は三十五自治体だったものが、平成二十年度、最新の数字では六十九の自治体になっているという

ことであります。 

○大村委員 そういうことで、一つずつ、この法律の条項について今どういう状況になっているかというと、や

はりある程度、ある程度といいますか、前進し、実績を上げているということでもありますので、またこれは関係

の議員とこの復活等々について議論をしていきたい、協議をしていきたいというふうに思っております。 

 あわせまして、母子家庭の母の雇用状況を見ますと、常用雇用が全体の四二・五％、臨時・パートが全体の四

三・六％。一方、父子家庭の方は、常用雇用が全体の七二・二％ということでもございます。 

 この点に関連してでもありますが、働き方、母子家庭の母の自立促進、就業支援ということで、特にこれはずっ

と言われてきていることでありますけれども、この常用雇用化、常用雇用の率を上げていくということがやはり

必要だというふうに思います。 

 この点について、厚生労働省の取り組み、考えをお聞かせいただきたいと思います。 

○長妻国務大臣 この就労支援というときに、やはり非正規労働よりも常用雇用ということで、安定した働き方

を進めていくというのは、これはもう御指摘のとおりでございます。 

 そのときに、先ほどからも申し上げておりますような、いろいろな支援策について我々取り組んでいるところ

でございまして、特に、看護師などの高度な専門の資格を取っていただくことで常用雇用の可能性が高まってい

くというふうに考えておりますので、その部分についても支援を強化していきたいというふうに考えております。 

○大村委員 確かに、いろいろな資格等々を取ることが常用雇用につながっていく、そのとおりだと思いますの

で、またそれは引き続きしっかりとフォローをしていきたいというふうに思います。 

 最後に、養育費の確保の点についてお聞きをしたいというふうに思います。 

 これは民主党のマニフェストにも「養育費支払の履行確保などの総合的な支援策を講じる。」というふうにある

のでありますが、この養育費の確保策については、これは大変大事なことだというふうに思います。 

 先ほど、同僚の馳議員からもそういう質問がありましたが、この点について、民主党マニフェストにはこう書

いてありますけれども、具体的には、何をどういうふうに今日までしたのか。この法案を提案されるということ

でありますから、このマニフェストに書いてあることについて具体的にどういうふうに取り組んできたかについ

て、お答えをいただきたいと思います。 

○長妻国務大臣 養育費の確保というのも重要課題でありまして、これは、離婚母子世帯における養育費の状況

を調べてみますと、養育費を支払う取り決めをもとの夫としているというのが三八・八％、四割近い。しかし、現

在も養育費を受けているというのは一九％ということで、全体の二割ということであります。 

 当然、相手の方が困窮をされていて、払いたくても払えないという方もいらっしゃるとは思いますけれども、

これについての支援におきましては、今も、従来から行っている地方自治体の相談機関で受け付けられた困難事

例への対応相談ということについて、これをさらに中身を強化していきたいというふうにも考えております。 

 そして、母子家庭等就業・自立支援センターの養育費専門相談員というのがいらっしゃいますけれども、その

方々に対する研修を強化して、相談の力を向上させていきたいというふうにも考えております。 



 この自立支援センターというのは全国自治体に百六カ所ございますけれども、これに対する支援というのも強

めていきたいというふうに考えております。 

○大村委員 この養育費について、厚生労働省だけの施策でということがなかなか難しい面もあるということは

承知をいたしておりますが、現実問題として、現在受給しているのはまだ二割を切っているという状況は、これ

はやはり改善をしていかなきゃいけないというふうに思います。この点についても引き続き、こうした施策を総

合的にやって進めていただきたいというふうに思います。 

 なお、ちょっと一点だけ聞き忘れましたので、最後に、本当にもう一点だけお聞かせいただきたいと思います。 

 先ほどの、母子家庭の母の就業支援ということでございますが、この点につきまして、母子寡婦団体の皆さん

からも、やはり就業支援とかスキルアップとかそういったことはもちろん大変大事なことでございますが、やは

り企業側等々について、特に母親の方だと思いますが、一人親家庭、母子家庭のお母さんの常用雇用化を進めて

いく上におきましても、一方で、障害者雇用の促進施策に法定雇用率で一定の水準の義務化というのがあります。 

 正直言って、そこまで一足飛びにということは、なかなか法制上、いろいろな問題点はあろうかと思いますが、

そういう点もにらみながら、やはり企業側の方に一定の目標をつくってもらう、一定の目標を持って、優先的に

一人親家庭、母子家庭のお母さんの一定数の雇用を確保していく、そういったことがやはり必要だと思います。 

 その点について、数値目標ということなのかどうなのかあれですけれども、何らかの形の目標といいますか、

そういったものを企業側に、産業界に課していく、そういったことをすぐやれというところまで言うつもりはあ

りませんが、その点を検討していく、どういうやり方がいいのか、その点についてお考えがあればお聞かせをい

ただきたいと思います。 

○長妻国務大臣 数値目標を障害者のようにかけるという、その気持ちはわかりますけれども、母子家庭の場合

は、結婚すれば母子家庭じゃなくなるなどなど、それは変化することもあります。 

 そういう意味では、我々としても、先ほど来申し上げております就労支援策というのをきちっと取り組んで、

それが結果的にどの程度の効果が上がったのか、それぞれ企業でのそういう率が出れば、そういう率のようなも

のもサンプル的に調査をして、その経年変化を見ていくなどなどの取り組みというのは検討していきたいと思い

ます。 

○大村委員 施策を進めていく上におきまして、やはり何らかの目標がないと、これは一足飛びにというか飛躍

的に進んでいかないというふうに思います。 

 母子家庭、一人親家庭の自立の支援、自立促進というのは、やはり一番のかなめはそこの雇用だというふうに

思います。したがって、雇用、特に常用雇用化、そういったことについて、職業訓練、能力開発、スキルアップ

等々の支援は充実をしてきていると思います。しかし、そちらの雇う側の方についても問題意識をしっかり持っ

てもらうという意味を含めて、やはり目標設定等々について何らかの工夫をぜひお願いしたいというふうに思っ

ております。 

 時間が参りましたので以上で終わらせていただきますが、引き続き、この法律等々につきまして、また同僚議

員の方からしっかりと質問をさせていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

 

○古屋（範）委員  

 次に、今回の改正で大きな課題となっておりますのが、ＤＶ、配偶者からの暴力被害などが原因で事実上離婚

状態にある児童への支給の問題であると思っております。 

 現在、父親が一年以上遺棄している状態であれば、離婚はしていなくても児童扶養手当の支給対象となってお

りまして、ＤＶ被害者が子を連れて、避難のためにともかく家を出た場合に、遺棄の認定がおりることもあると

いうふうに聞いております。このような認定については判断基準が示されておりまして、各市町村において、実

際には、機械的に適用するのではなく、事実関係を総合的に勘案して判断している、そのように伺っております。

関係者からは、一層の運用改善を求める声があることも事実であります。 



 やはり、一番大変な状況にあるＤＶ被害者が、実際には、法的には離婚の協議に入れない。しかし、命からが

ら、身一つで子供と逃げてきている。こういう場合に、体制整備が非常に大事ではないかと思っております。 

 ＤＶ被害者にとりましては、子供を連れて逃げ出すというのは、幼稚園や学校も当然あるわけですし、これは

非常に大変なことであります。遺棄の認定がおりることもあるというのでは、認定まで待てるのか、また、認定さ

れなかったらあすの生活は一体どうなるのかということであります。生きるか死ぬか、そうした暴力から身を守

るために避難をしなければならない、子供たちが悲惨な目に遭わされていて、また子供たちがこのまま、父親に

追い詰められ、場所を捜されてしまう、そうした不安がぬぐえない。本当に、心身ともに非常にせっぱ詰まった状

況にあるわけです。 

 どのように生活していけばいいのか、将来の見通しも立たない、とにかく別居して自分の身の安全を確保しな

きゃいけない、離婚をしなければいけないという中で、極度の緊張感、不安というものがあるわけです。このよう

な状況にある被害者にとって、児童扶養手当は一つの命綱である、このようなことが言えるかと思っております。 

 そこで、ＤＶ被害者家庭に対してより早く児童扶養手当の支給を可能にするために、遺棄というものとはまた

別に、ＤＶ等の場合の児童を支給対象として追加すべきである、このように考えております。また、余裕のない生

活を送る中で、この制度の存在すら知らない、そういう方々も少なからずいると思われます。対象者へ制度の情

報が確実に届くよう、この周知徹底が重要であると思います。この点についてお伺いをいたします。 

○山井大臣政務官 古屋委員にお答えを申し上げます。 

 三月の委員会で、公明党の山本香苗委員からもこの点を御指摘いただきまして、今回の公明党の修正案にもこ

の点が入っているわけであります。 

 私も、学生時代、母子生活支援施設でボランティアをしておりまして、本当に別れたくても夫が別れてくれな

くて、その夫が、お母さんと子供を取り戻すためにその母子生活支援施設にどなり込んでくる。それから逃れる

ために、母子生活支援施設ではわざと偽名を使って、本名は名札のところに書かないとか、本名を使ってしまう

と夫が追いかけてくる、追いかけてきて、悪い夫であるにもかかわらず離婚をしてくれない、そういうふうなケ

ースを私も何度も見ております。 

 そういう趣旨からいくと、今回の古屋委員の御指摘、一年たたないと児童扶養手当が出ない、命綱だからもう

少し早く、本当に一番困っているんだから出してもいいじゃないかという趣旨というのは、本当に、ある意味で、

その方々の立場に立った一つの御主張であるというふうに思っております。 

 それで、山本香苗委員からも御質問いただきましたので、二カ月間、省内でも議論をしておりましたが、三点ほ

どございます。 

 一つは、離婚調停の申し立ての例では、調停を申し立てた後でも、その後、婚姻を継続するケースが少なからず

存在するということや、また、自治体の現場でも、離婚していると同様の状態にあると判断するために、夫婦の関

係や父と子供の関係などさまざまな要素を踏まえ、状態が一年は継続することを要件とした方が適切な判断が可

能となるとの意見もあったり、加えて、現場で適切な事務を行うためには、離婚と同様の状態にある場合につい

て、客観的に判断できる基準の設定が必要となるが、一年以上の期間というのにかわって、例えばそれより短い

期間を設定する場合、その期間の設定というものは非常に難しいというふうに考えております。 

 さらに、ＤＶ以外のケースにおいても、離婚しているのと同様の状態は存在することから、これらのケースと

の違いの整理も必要であり、法律上、婚姻している以上、父にも母にも子の教育、監護を行う義務は継続している

ものであり、御指摘のケースについては、一年以上たたずに支給するということに関してはなかなか難しいとい

うふうなところでございます。 

 実は、一年以上のケースというのは、このケースだけではなくて、ほかの法律の要件でも一年以上というのが

ありまして、この一年以上というのを変えると、では、これだけなのかというふうにほかにも響いてくるという

部分もあるわけでありまして、しかし、古屋委員御指摘のように、やはり命綱でありますから、こういう制度があ

るということをそういう本当に逃げている母子にも周知徹底していくことなど、必要な母子にこの手当が一日も

早く支給されるような努力はしていかねばならないと考えております。 

○古屋（範）委員 ただいま政務官の方から、三点にわたって、法改正が難しい点について御答弁をいただきまし



た。 

 であるならば、政令での対応はどうかということなんですが、こうした、一年というのは非常に長い期間であ

りまして、早急な対応が必要である。このことから、この児童扶養手当の支給対象になる児童、この法第四条第一

項第一号、二号のイに、「父母が婚姻を解消した児童」と規定をされておりますけれども、ここに、ぜひ、ＤＶ被

害者等が児童とともに生活をしている場合も支給することを追加する必要があるのではないかと私たちは考えて

いるわけであります。 

 もちろん、不正受給ですとか偽装離婚ですとか、そういうモラルハザードは、これは防いでいかなければなら

ないわけでありますけれども、事実上離婚したと同様の事情にある児童について、これが現場では明確に確認で

きるわけでありますので、この問題について、今回の法改正にもし盛り込まないとするならば、これも、先日、山

本香苗議員からも要求のあった点でありますけれども、この法第四条第一項第一号、二号、このホの「その他イか

らニまでに準ずる状態にある児童」として政令で定めることができるのではないでしょうか。 

 ＤＶ被害者などへの支給は強い要望があるわけですが、今回の法改正においては、三年をめどとする検討事項

というふうにしていらっしゃいます。これでは、やはり一刻を争う状態のＤＶ被害者は救われないというふうに

思っております。 

 今回の改正案に先ほどのような理由で盛り込まないとするのであれば、準ずる状態にある児童として客観的に

判断できる基準を早急に検討して、今回の改正に合わせた形でぜひ大臣が政治判断をしていただきまして、政令

に支給対象児童として定めていただきたい、このように考えますが、この点はいかがでしょうか。 

○長妻国務大臣 自治体の実務をしていただいている現場の御意見の中に、やはり、離婚していると同様の状態

にあると判断するためには、夫婦の関係や父と子供の関係などさまざまな要素を踏まえて、その状況が一年は継

続することを要件とした方が適切な判断が可能ではないか、これは不正受給防止の観点もあるので、なかなか一

年以上の遺棄にかわる基準の設定というのは実務の現場からも今の段階では難しいという話をいただいておりま

すので、我々としても、先ほど山井政務官が法律的な改正については答弁を申し上げましたけれども、いろいろ

な課題がまだあるというふうに考えておりますので、慎重な検討が必要だというふうに思います。 

○古屋（範）委員 ぜひこうした政令というもので柔軟な対応をしていただきたい、このことを再度要望してお

きたいというふうに思います。 

 このＤＶ被害者に加えまして、さらに大きな課題がございます。私たちのもとに非常に多くの御要望をいただ

いている点でございます。それが公的年金との併給調整の問題でございます。母子家庭の母が失踪してしまって

いる、その子供が祖父母と一緒に暮らしていまして、その祖父母が老齢年金を受給している場合は、児童扶養手

当を受給できないということであります。 

 この併給調整については改正案の中でもそのまま残されておりまして、これでは、少ない老齢年金、そこに孫

が帰ってきたということで、孫の面倒を見ている祖父母、こうした経済状況というのは非常に、さらに厳しいわ

けでありまして、児童扶養手当の支給が受けられないということ、その窮状が改善されないわけであります。 

 そこで、今回、こうした場合の祖父母への児童扶養手当を支給できるよう、この併給制限の見直しをぜひとも

行うべきだというふうに考えております。公的年金等との併給調整の考え方について、再度確認させていただき

ます。 

○山井大臣政務官 古屋委員に、まず、併給調整という考え方について御説明をさせていただきたいと思います。 

 児童扶養手当と年金というのは、ともに、稼得能力の低下、要は収入が少ないということに対する所得保障と

いう同じ性格を有する給付であることから、両方受け取るということになった場合には、やはり、公的な所得保

障を二重に行うということを避けるため、児童扶養手当と年金との併給調整を行って、児童扶養手当を受けられ

ないということになっているわけであります。 

 調整の方法としては、年金は保険料の拠出に基づく給付であり、権利性が手当よりもより強いと考えられるこ

とから、年金が支給される場合には、年金を優先して、児童扶養手当は支給しないこととなっております。具体的

には、ほかにも、併給調整の例としたら、雇用保険と老齢厚生年金とか、労働基準法による遺族補償と遺族基礎年

金、あるいは障害基礎年金と遺族基礎年金というような、ほかにも併給調整の例がございます。 



○古屋（範）委員 これまでも伺ってきた御説明なんですが、この児童扶養手当は、昭和三十六年に国民皆年金制

度のもとで死別母子世帯のために設けられ、母子福祉年金の補完的な制度として発足をしたということで、他の

公的年金との併給制限があるということでもございます。 

 しかし、この児童扶養手当は、その後、母子福祉年金制度の遺族基礎年金への吸収、廃止が検討される中で、昭

和六十年の児童扶養手当法の一部改正によりまして、児童扶養手当制度の位置づけが、従来の母子福祉年金の補

完的制度から、母子世帯の生活の安定と自立の促進を通じて児童の健全育成を図ることを目的とする、いわば福

祉制度という位置づけになったわけであります。 

 すなわち、公的年金給付ですとか遺族補償、こうした受給者の所得保障、こちらは受給者の所得保障を目的と

する給付でありまして、児童の福祉の増進を目的としているこの児童扶養手当とは趣旨が異なるのではないかと

いうふうに考えております。やはり、この併給調整はもうかけなくてよいのではないかというのが私の主張であ

ります。 

 さらに、祖父母がかわって孫を養育する、当然生活費が増大するわけですね。生活に困窮する場合というもの

も往々にして考えられます。それを一律に、二重の所得保障になる、児童扶養手当は支給しないということは、児

童の健全な育成を図るという子供に着眼した児童扶養手当の趣旨から見ても、本当に妥当なのかどうかというこ

とであります。 

 したがいまして、母が監護しない子供を祖父母が養育することとなった場合に、老齢年金等が支給されている

ことのみをもってこの児童扶養手当を支給しないとすることについてはぜひ見直さなければいけない、このよう

に思います。再度、大臣のお考えをここでお伺いしたいと思います。 

○長妻国務大臣 これはなかなか、年金の場合については、併給調整をしている他の手当も多いわけでございま

して、非常に難しいわけでございますけれども、遺族年金、今は老齢年金のことでありますが、遺族年金に関して

は、例えば母子家庭で遺族年金が入ってくると、これはもう児童扶養手当が支給がとまってしまう、こういうよ

うなこともあるわけでありまして、これについては、私としては検討をしていく、どういう影響があるのかも含

めて、いろいろ、すぐにそれが実現できるかどうかは別にして検討していきたいというふうに考えております。 

○古屋（範）委員 遺族年金との関連性については検討していくというお答えでもございました。ぜひこの老齢

年金の方もその検討項目に加え、ぜひとも前向きに検討をお願いしたい、このように考えております。再度要望

をしておきたい、このように思います。 

 それから、これも非常に御要望の多い点でございます、児童扶養手当の支払い月につきまして、現行では、毎年

四月、八月、十二月と三回になっております。三回しか支払われないということでありまして、現場からは、こう

した手当、支給を受けることは大変ありがたいんだけれども、生活費としては、大抵のものがその月一カ月単位

で入ってくるというのが通常であり、毎月支給されると非常に助かるんですがという御要望をいただいておりま

す。 

 これも何度も伺ってきた点でございますけれども、結局、市町村、そうした事務手続、作業効率のことを考えま

すと非常に難しいというお答えを毎回いただいておりますけれども、支給される側のこうした利便性に配慮して

いく、市民にとってうれしい行政サービスにもこれはつながっていくというふうに思っております。 

 そこで、再度お伺いするんですが、この児童扶養手当について、支払い回数、これを例えば二カ月ごとにするこ

となど検討ができないかどうか、これについて御所見をお伺いいたします。 

○山井大臣政務官 古屋委員にお答え申し上げます。 

 実は、私も当事者の方々から、四カ月に一遍というのはやはりちょっと間隔があき過ぎじゃないか、待ち遠し

い、非常にその四カ月が苦しい、最後の一カ月が特に苦しいという要望をたびたび聞いておりますので、古屋委

員に答弁するのは非常に私も心苦しいのでありますが、二つ理由を申し上げますと、一つは、振り込み手数料が

増加するということと、御存じのように、児童手当や子ども手当は六月、十月、二月と四カ月単位になっていまし

て、それと市町村の事務が混乱しないようにわざとずらして、この児童扶養手当は八月、十二月、四月と二カ月ず

つずらしていっているわけでありまして、これをもう少し回数をふやすと、ただでさえ今支給で大変だというこ

とを言っている市町村にとってさらに負担を与えることになりまして、なかなか非常に厳しい、市町村、自治体



の事務負担から考えて厳しいというのが状況であります。まことに申しわけございません。 

○古屋（範）委員 子ども手当とのこうした支給月の関連性もございますでしょう。また振り込み手数料が増加

をするということでもありますが、これも非常に現場の皆さんが困っている点でもございまして、ぜひとも全体

的に、こういった支払い月の問題につきましては引き続き御努力をいただきたいと思いますので、何とぞよろし

くお願いをいたします。 

 最後の質問になってまいります。 

 現在、厚生労働省は、総合的な母子家庭の自立支援策として四点、柱として推進をしていらっしゃいます。子育

て・生活支援策、それから就業支援策、養育費の確保、また経済的支援策ということであります。これは主に母子

家庭を対象としているものであります。父子家庭が対象とされておりますのは、保育所の優先入所、ヘルパーの

派遣、養育費確保の取り組み、母子家庭等就業・自立支援センター事業の一部に限られているわけであります。 

 しかし、父子家庭におきましても、母子家庭同様、さまざまな苦労を抱えていらっしゃるわけで、父子家庭だか

らよいというわけではございません。さまざまな側面からの社会的支援が求められております。今後、もっと父

子家庭におきましても多様なメニューをそろえていくことが必要であると思っております。また、母子家庭に対

する支援策につきましても、さらなる充実が求められると思います。 

 雇用情勢が厳しくなりますと、真っ先に影響を受けるのがこうした一人親世帯であります。就業による自立に

力を入れる余り、就労させることが目的となって、安い賃金で長時間働かなければいけない、あるいは長期の安

定就労につながらない、そういう例も多いという批判を受けております。よりきめ細やかな支援を行っていく必

要があるのではないかと思っております。 

 これは港区の取り組みなんですが、昨年、港区の区役所に参りまして、ここの子ども課家庭相談センターとい

うところで行っております一人親支援事業の内容を直接伺ってまいりました。 

 担当者が、若林係長、女性なんですけれども、この子ども課というところに、児童扶養手当の申請など、そうし

た一人親、母子家庭のお母さんが相談に来る。多くの方々はやはりＤＶ被害など離婚の問題を抱えていまして、

その相談に、子供を育てるということは、やはりその親の生活、それから経済状況、仕事が大事ということで、こ

こはさまざま、二〇〇七年から、母子家庭、ＤＶで悩む女性を対象に、家庭相談、就労相談、ホームヘルプサービ

ス、休養ホーム事業、教育訓練給付、高等技能給付など、この窓口で一貫して、そのお母さんの精神的なケアです

とか、それから生活、住むところがないということもあるんですが、そうした生活万般の相談をここで行ってい

るという、非常に画期的な取り組みを行っております。 

 特に、昨年の十月は五日から十日まで、港区ひとり親家庭就職応援会というのを行いまして、区の施設のワン

フロアを、五十二社、これは母子家庭のお母さんを対象とするという企業を開拓しました。これを開拓したのは、

ハーモニーレジデンスというところの福井真紀子社長なんですが、一人親家庭のお母さんは非常に生活がかかっ

ているので、逆に就労に対しても非常に一生懸命であるということから、この福井社長が五十二社開拓をして、

そこに一人親家庭のお母さんたちが、私が行ったときは四日目で、六十二人の方が来たということで、そこで正

社員の就職を決めていかれたという方もいらっしゃるんです。 

 こうした子供の支援とともに家庭の支援、また母親の精神的な支援とか仕事の支援、こうしたものを一体とし

て行っていくことが大事なのではないかというふうに思っております。子供の貧困、また格差の拡大を防いで、

真に必要な子供を守る、必要な方に必要な支援を行っていくということから、こうした全体的な一人親支援とい

うものが必要だと思います。 

 最後に、この点に関して大臣の御見解を伺います。 

○長妻国務大臣 今、港区の取り組みを御紹介いただいて、非常に参考になります。 

 あるいは、これは一人親ではないわけですけれども、ある自治体は、親御さんがよく来る公園に相談員を置い

て気軽にいろいろな相談に乗るような、そういう体制をしいている自治体もあるというふうに聞いておりまして、

国としてもやはりそれをサポートするために、一つは、母子家庭等日常生活支援事業ということで、これは御自

宅に、父子家庭も対象なんですけれども、家事をサポートするホームヘルパーといいますか、ヘルパーの方を自

宅に定期的にお送りする、こういう事業もございますが、まだまだ利用者が少ないということで、周知の問題あ



るいは予算の制約等々ございますけれども、これについてもニーズを見て拡充していきたい。 

 あとは、マザーズハローワークということで、これは母子家庭だけではないんですが、お母様が働く場合に、そ

れに特化して就職をお世話する公的機関、厚生労働省の労働局でありますが、これが百四十八カ所、前年度あり

ましたが、今年度は百六十三カ所に拡充する。 

 あるいは、親御さんが職業訓練を受けるときに託児サービスも付加するような、訓練ということで、一人親の

みならず母親の就労支援についても我々は取り組んでいきたい。 

 あとは、何よりも、例えば看護師さんの資格を取るなど、高度な資格があると安定的雇用につく可能性が高ま

るということでございますので、高等技能訓練促進費等事業というのも、各自治体にその促進を働きかけていく

ということも強化をしていきたいということで、しっかり取り組んでまいります。 

○古屋（範）委員 前政権においてもさまざまな一人親支援のメニューを考えてまいりました。大事なことは、そ

こにどうアクセスをしていくかということだと思っております。そこへの御努力をさらにお願いして、質問を終

わりたいと思います。 

 ありがとうございました。 

○藤村委員長 次に、高橋千鶴子君。 

○高橋（千）委員 日本共産党の高橋千鶴子です。 

 先ほど来お話がありましたけれども、けさ札幌地裁で、Ｂ型肝炎訴訟について、国は和解協議に入ることを正

式に表明をいたしました。協議入りしないということ、まさかそういう選択はないだろうと確信を持っておりま

したので、このこと自体は当然だと思います。 

 しかし、国は、救済範囲や賠償額などの具体案については議論が尽くされていないとして提示をせず、七月上

旬にならないと具体案が示せないとして、あと二カ月待たされることになりました。 

 きょうが期限なので協議入りするとは言ったものの、案が全くないのであれば、なぜきょうまで引き延ばして

きたのか。もっと早く会ってほしいという原告の声になぜこたえることができなかったのか。きのうまでときょ

うからと何が違うのか。 

 大臣の決意を伺いたいと思います。 

○長妻国務大臣 きょうまで、この和解の裁判所からのお勧めに対して、どう判断して、その後どう展望を開き、

そしてこのＢ型肝炎という非常に重大な課題、これは内閣全体として受けとめなければならないということで、

本日、和解協議に入るということを申し上げたわけでございまして、その後も、政府部内できちっと議論をして、

裁判所の仲介で一つ一つ、我々、原告の方の御要望もいただいておりますので、一つ一つそれを詰めて、誠実に対

応していく、こういう所存であります。 

○高橋（千）委員 時間がないと原告らが訴えているわけですけれども、この二カ月間、札幌の和解勧告が出され

てからの二カ月間だけでも二名が既にお亡くなりになっている、このことをどうお考えでしょうか。これでまた

二カ月まで案も出されないということがあってはならないわけです。 

 まず、この御遺族を初め原告の皆さんと一刻も早く直接会って謝罪をする、これが必要だと思いますが、いか

がですか。 

○長妻国務大臣 これは、午前中もお答えいたしましたけれども、まさに本日、テーブルに着く、和解協議に入る

ということを申し上げましたので、きょうのきょうでございますので、今の時点で、会うというようなことをま

だ申し上げる段階ではございません。 

○高橋（千）委員 何でそんなことさえも言えないんですか。きょう札幌に行っている方たちと、物理的な問題が

あるかもしれませんよ。でも、そういうことではなくて、二カ月、十四日ぎりぎりまで引き延ばしてきた間に、当

然、そのことはお考えになっていたと思うんですね。ですから、当然、会うことは一日も早くやるのだ、その一言

ぐらいなぜ言えないのですか。 

○長妻国務大臣 先ほど申し上げましたように、本日午前中、和解協議に入るというようなことを申し上げたわ

けでございますので、今この時点で、直ちに、お会いをするという予定について、まだ申し上げるということはで

きません。今のところ、今の段階で予定というのはございません。 



○高橋（千）委員 これで和解のテーブルに着くと本当に言えるのかしら、何のためにきょうまで待たされてい

たのかと。本当に時間稼ぎだと言わざるを得ないんです。 

 体のぐあいが悪いのを押して、この間も三度の座り込み行動、共同行動をやられましたけれども、その中でも、

本当に病状が悪化された中でも厚労省の前で座り込みをして抗議を続けていらっしゃった原告の皆さん、もう本

当によく御存じだと思うんですね。 

 今お話の中に、原告の要望もいただいていますのでと言っておりましたけれども、いただいておりますのでで

はなくて、直接会えばいいわけですよ。そのために協議に入ると言ったわけじゃないですか。そのことさえもま

だきょう一言も出てこないというのは、本当にがっかりさせられました。 

 これだけで時間を費やすわけにはいきませんので、ここで一たんは終わりますけれども、必ず、一日も早く、特

に御遺族の皆さんにお会いして謝罪をして、それから本当に両者が納得いく解決へ向けて努力をされたい、この

ことを重ねて要望したいと思います。 

 さて、きょう、児童扶養手当の問題ですけれども、児童扶養手当を父子家庭にも支給されるというこの法案で

すけれども、もちろん、これについては私たち、大変歓迎をしております。我が党も、佐々木憲昭議員などがかね

てより繰り返し求めてきたところであります。 

 当時は、シングルパパは平均するとシングルマザーよりも収入が高いのだといった平均理論、比較理論、こん

なことばかり言ってきたわけですけれども、既にその数値でさえも説得力のないものになっている、一般家庭か

ら比べると父子家庭の方がやはり厳しくなっている、そういう実態を踏まえていること。また、仕事と子育てが

やはり両立できないで、転職や労働条件の変更をせざるを得なかった、そういう深刻な実態を訴えてきた当事者

の運動が実ったものである、このように思っております。 

 そこで、最初に伺いたいのは、第一条の目的のところであります。先ほど少し加藤委員なども議論があったと

思うんですが、今回、父子家庭を入れることで出だしは少し足してありますけれども、「父又は母と生計を同じく

していない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児童について児童扶養手当を

支給し、もつて児童の福祉の増進を図ることを目的とする。」 

 実は、この今読んだところで、「児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進」、この部分は一九八五年の

改正で追加されたものでありました。一九六一年に児童扶養手当法が成立した当初はこの部分がなくて、ストレ

ートに、「児童扶養手当を支給することにより、児童の福祉の増進を図る」とされていたものでありました。 

 この際、子供に着目をして、もとに戻す考えはありませんか。 

○長妻国務大臣 ここには、今おっしゃっていただいたように、二つあるわけであります。家庭の生活の安定と

自立ということ、子供の福祉の増進でありますが、ある意味ではこれは表裏一体でもありますので、特に経済的

な支援という側面が非常に強い制度でありますので、この目的、第一条については、表裏一体の表現であるとい

うふうに考えております。 

○高橋（千）委員 表裏一体とおっしゃったんですけれども、「生活の安定と自立の促進」、ここは、やはりその後

の、これからお話をします一部支給停止ですとか、そうした考え方の基本になってきたものであります。ですか

ら、その基本が今変わってきているのではないか、見直しが当然されるべきではないか、要するに、政府の姿勢を

伺いたいなと思うわけです。 

 一九五九年に国民年金法が成立したときは、夫と死別した母子に母子福祉年金を給付したことが始まりと聞い

ておりますけれども、当時は戦争未亡人が中心だった全国未亡人団体協議会、現在の母子寡婦福祉協議会に引き

継がれていくわけですけれども、その大きな要望運動がございました。ただ、その中に、一割台だったけれども、

生別、生き別れの母子家庭もいるのだ、大変さということにそう違いはないのだということで強い要望があって、

生き別れも含めた手当となった。そういう経過がこの条文にあったのではないか。 

 つまり、一人親という状況を踏まえた上で、その子供の育ちを応援するという、まさに子ども手当に共通する

考え方だと思いますけれども、今回、父子家庭も入れたことで、発想はがらっと変わったわけであります。そうい

う意味でも、この目的は当然見直されていいはずだ。検討をいただきたいと思います。 

 そこで、先ほど質問もあったわけですけれども、改めて私からどうしても質問したいわけですが、野党時代の



民主党が法案を出し、マニフェストにもあった一部支給停止の廃止、この法案をなぜ今回出さなかったのですか。 

○長妻国務大臣 これについても、先ほど来御指摘をいただいております。 

 これは民主党のマニフェストに衆議院選挙のときに書き込んだわけでございますので、これについては一期四

年の中で実現に向けて努力をしていくということでありまして、今回の法案に盛り込まれなかったのは、政府の

中で調整がつかなかったという事情もございます。我々としては、一期四年の中で取り組む課題だというふうに

考えております。 

○高橋（千）委員 そこで、さっきの質問に関連があるわけですね。児童の家庭の生活の安定と自立の促進だ、自

立の促進を図るという意味で就労支援をやればいいのだということで、児童扶養手当はあくまでも激変緩和だと

いうことで大きく考え方が変わったわけです。 

 しかし、その就労支援がまだまだ成功したとは言えないし、ましてその根拠法さえも今は失効しているという

状況なわけであり、当時は、就労支援と引きかえにやるんだからということでこの法案の改正に民主党も賛成を

したはずであります。そうした中で、そういう考え方に後戻りはしないのだということでよろしいですか。 

○長妻国務大臣 激変緩和という考え方は、基本的にはとるつもりはありません。 

 国のいろいろな就労支援の施策あるいはその施策以外の御自身の努力によってお給料が安定をして、結果的に

所得制限よりも上の所得を取られて児童扶養手当が支給されなくなる、こういうようなことを我々は望ましいと

も考えておりますが、当然、その個人の努力、あるいは国の施策、あるいは自治体の施策によってもなかなか一定

の収入が得られず、不安定な方がおられますので、そういう方について無理にカットしていくというような考え

方、激変緩和という考え方に立脚しているつもりはないということであります。 

○高橋（千）委員 ありがとうございます。貴重な答弁をいただいたと思います。 

 二〇〇二年、五年以上受給し、末子が八歳以上の世帯が最大で半額の支給停止、この法案が決まったときに、五

年後がそろそろやってくるということで当事者たちが強い運動をいたしまして、私もこの問題を繰り返し質問い

たしました。〇七年十一月の質問では、〇二年改正当時二百十二万円だった母子世帯の収入が〇五年で一万円し

かふえていないと。当時の大谷雇用均等・児童家庭局長は「低所得世帯が多くを占める状況に大きな変化はなか

った」と述べ、五年たったら手当を削減するという根拠がないことを認めたと思います。 

 その後、与党合意がされ、事実上の凍結となったわけですけれども、そのときに、働いているか、あるいは求職

活動をしているということを証明した場合という条件がつきました。事実上の凍結ということで私たちも大変喜

んだわけですけれども、そのことを証明するための詳細な書類を出すことが条件でありました。 

 当時、あなたは支給停止の対象になりますと大きく書いた紙が送られてきて、まずそこにびっくりする。ずっ

と読んでいくと、ちっちゃい字で、ただしこれこれの書類を出した場合は大丈夫なんですよ、今までどおりです

よと書かれているんだけれども、それに気づかない人だってたくさんいるし、これはこの書類の書き方そのもの

が問題なのではないかということを当時お母さんたちと一緒に厚労省にも申し入れを重ねて、改善を図っていた

だいた経緯がございました。 

 そこで、現在、一部支給停止になった方、それでもいらっしゃるわけですけれども、どのくらいいて、また、そ

れによる財政額というのは幾らくらいなんでしょうか。 

○長妻国務大臣 今手元にございますのは、ことしの一月時点で一部支給停止者数が三千九百五十八人というこ

とでございまして、金額というのは今手元にございませんので、これは、調査できれば調べてみたいと思ってお

ります。 

○高橋（千）委員 ぜひ調査をしていただきたいと思います。大体三億円程度というふうなことを聞いておりま

す。 

 それで、最初は、私が言ったようにびっくりする書類が来たころ、あのころは、〇八年九月末の調査で六千三百

八十四人が一部支給停止の対象となりました。ですから、それから見るとかなりぎゅっと減っているわけですね。 

 その当時、厚労省は、引き続きお知らせをしていって、それで救える方がいると思いますということをおっし

ゃっていました。これも、やはりお知らせをすることによって、いろいろあって、あるいは気づかなくて届けを出

していなかったけれども継続支給になった方が相当数いるということが考えられるんですけれども、いかがでし



ょうか。 

○長妻国務大臣 これについては、私どもとして三千九百五十八人の方々の中でサンプル調査をさせていただい

て、どういう状況でそういうふうになったのか、今おっしゃられたような要素もあるのかないのかというのを調

査して、実態把握をしていこうと考えております。 

○高橋（千）委員 大臣はサンプル調査が大変お得意で、実態はつかむ必要があると思うんですけれども、私は、

正直言ってもういいんだろうと思うんです。財政影響額も余り大きいとは言えません。実質ほとんどの人が継続

となっているわけです。全体の〇・四％なわけですね、今回一部支給停止になったという方は。ただ、その方たち

に何度も何度も書類を出しなさいというような事務手続、あるいは、お母さんたちがパートの仕事を休んで役所

に書類を持っていかなきゃいけないということの大変さ、そういうことを考えたら、そこまでしなくてもいいの

ではないか。 

 つまり、それ以外に現況届というチェック方法がちゃんとございますし、現況届を出したことによって支給が

停止になった方や、収入がふえているだろうということで返還を求められている方はたくさんいるわけです。そ

ういうことで、いわゆる本来もらうべきでない人というのは現実にもはじかれていっているわけですよ。ですか

ら、そういうことに余り労力を割く必要はない。だから廃止でいいと私は思っているんです。 

 少なくとも、書類は現況届だけでよいのだというふうにすべきではないでしょうか。 

○長妻国務大臣 これについては、現況届のみということを直ちにということはなかなか難しいと思いますけれ

ども、提出の簡素化ということであれば、郵便やファクスによる提出でもよいこととしております。 

 あるいは、五年を経過した際に一回、一部停止措置が適用されない事由に該当することを証明するための書類

の提出をお願いしておりますが、その後については、一年に一度、同様の書類を提出していただければ足りる、フ

ァクス、郵便でもいいなどなど簡略化ということに努めてまいりますけれども、いずれにしても、一期四年の中

で、これについて廃止ということで努力をしていきたいというふうに考えております。 

○高橋（千）委員 これについては要望しておきますけれども、当初は、やはり期待していたのは、一回書類を出

せば後は現況届のときにチェックすればいいのだという理解だったんです。私はそれでいいと思います。 

 例えば、保育所の所長さんなどがおっしゃっているわけですけれども、母子家庭のお母さんたちは正社員が非

常に少ないですので、届けを出すたびに仕事をかわっている、あるいは間があいている、そうしたことが非常に

多いわけです。あるいは派遣のような働き方をしていたりするわけであって、ですから、自分自身が働いている

のだ、あるいは求職活動をしているのだということを証明すること自体が非常に大変なことであるという実態も

ございますので、そこは本当に思い切った簡素化を図っていただきたいし、先ほど繰り返していらっしゃいます

ので、一期四年の中で必ず廃止をするということで確認をしたいと思います。 

 次に、先ほど古屋委員の質問の中で出てきた答弁が、もしやそれでよいのかなという期待をしているのであり

ますけれども、四月の委員会で一度質問させていただきました児童扶養手当と遺族基礎年金。これは子供さんに

出されている併給の問題でしたけれども、わずか八千円の年金をもらったがために四万二千円の児童扶養手当が

もらえない。これは、こういう硬直的な制度は当然なくすべきだということで、再度求めたいと思いますが、いか

がでしょうか。 

○長妻国務大臣 これもたしか高橋委員から、先月ですか、御質問をいただいて、私としては、遺族年金が少ない

金額で来て、そして児童扶養手当が停止になるということについて、それを是正するにはどういう方法があるの

か、どういう影響があるのか、これを検討してみるということで、役所に指示をしているところであります。 

 いずれにしましても、検討をいたしますけれども、それと同時に、年金制度改革ということで我々新しい年金

制度をつくるということを申し上げておりますので、その中でも全体の、これにかかわらず、併給をどうするの

か、いろいろな論点が数限りなくございますので、そういう中でも調整をしていくということであります。 

○高橋（千）委員 ありがとうございます。これもなるべく早く成果を見たいなと思っております。 

 やはり子供さんがいるということは、一番必要な時期というのは期限があるわけでありますし、所得保障の制

度だという説明が先ほどあったわけですけれども、併給したとしても、多分所得制限よりもずっと下の方、枠の

中であるという状況で、どっちかじゃなきゃだめ、年金じゃなきゃだめという議論はもう成り立たないのだとい



うことで、重ねて要望したいと思います。 

 それから次に、制度改善の問題で、要望を含めてお話をしておきたいなと思うんです。 

 先ほど古屋委員、ＤＶの問題などかなり詳しく議論をされておりましたけれども、あわせて、例えば、父親が遺

棄している認定基準というものがございますけれども、昭和五十五年の課長通知、父が児童と同居しないという

ことが条件なんだけれども、これを詳細に分析していって、これにとどまらないいろいろな要件を課しているわ

けであります。 

 私が相談を受けた例でいいますと、母親のもとに子供さんが一緒に暮らしているわけですけれども、例えば学

校帰りなどに父親が自分のうちへ連れていくわけです。おばあちゃんが連れ戻しに行ってまた一緒に暮らすんだ

けれども、それを繰り返すことになるわけですね。そうすると、ＤＶがあり、実質別居はしているんだけれども、

子供をお父さんが連れていったということで一緒に暮らしている瞬間がある、完全別居じゃないというふうな理

屈で、その当時も厚労省に相談をしましたけれども、それは手当の支給の対象にならないという回答でありまし

た。 

 しかし、これは実態からいうと、やはりお父さんが面倒を見ているとか一緒に暮らしているという実態ではな

いわけですよね。この点も改善をすぐにやるべきではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○長妻国務大臣 今の話につきましても、やはり自治体の実務の現場の立場からすると、では実態は、本当に詳

細に中まで入って、どういう人間関係で、どういう家計なのかというのを確認していく、こういう作業が必要に

なってくると思いますので、今の時点では、一年の遺棄等々の要件ということについて、我々としてはそれを運

用していくということでお願いをしているところであります。 

○高橋（千）委員 大臣、済みません、今のは一年の話ではなくて、遺棄の実態の中身なんですけれども、要する

に、事実上別居はしているんだけれども、父親が連れ戻すことを何度か繰り返すので、完全な別居ではないとい

うことで該当になっていないケースであります。 

 これは、先ほどお話しした課長通知には、「ただし、遺棄のケースはこれにとどまらず種々のケースがあると考

えられるので、」「単に機械的に適用するのではなく事実関係を総合的に勘案のうえ判断されたい。」このように書

いているわけであって、当然そこを、事実関係をしっかり見れば対象になることもあるのではないかというふう

に思うんですが、いかがでしょうか。 

○長妻国務大臣 これは、認定基準についていろいろな通知を出させていただいておりますけれども、「父が児童

を遺棄している場合とは、父が児童と同居しないで監護義務をまつたく破棄している場合をいうものである。」と

いうことと、「単に機械的に適用するのではなく事実関係を総合的に勘案のうえ判断されたい。」ということも申

し上げておりますので、でき得る限りその実態を確認していただくということについてお願いをしているという

ところであります。 

○高橋（千）委員 ですから、実態によっては手当の対象になる場合もあるということでよろしいですね。 

○長妻国務大臣 この実態というのがどういう実態かというのもありますけれども、もちろん自治体が判断をし

て、これは監護義務を全く破棄している、実態がそういうふうになっているというふうに判断する場合はその要

件に当たるということであります。 

○高橋（千）委員 ここら辺のところを十分検討されたいと思います。 

 これは、国保の問題なんかでも同じなんですけれども、機械的にやらないようにと幾ら通知には書いても、そ

うはいっても、現場には出されている言葉、基準以外に頼るものがないわけですので、それが機械的に近いもの

になってしまうということもあるので、実態を見れば手当の対象になる場合もあるのだとおっしゃってくださる

ことが一番の効果があるんだろう。担当課長会議だとかさまざまな場において、そこら辺をよく検討されたいと

いうことを要望しておきたいと思います。 

 こうしてみると、児童扶養手当の課題が非常に多くて、今回できなかった問題についても引き続き見直しを図

っていく必要があるなということを非常に今感じております。 

 この間、支給停止のことがやはり一番焦点だったものですから、そこに集中してきたわけなんですけれども、

そもそも所得制限がとても低いわけなんですね。かつては二百万円以上だった上限が、今は百三十万以下でない



と全額の四万一千七百二十円もらえない、それ自体が余りにも低過ぎる。そういうことも含めて、しかも、それで

も五八％が全額支給されているということを見ると、いかに母子家庭の年収が低いかということを物語っている

わけで、そういうことも引き続いて大いに検討をされたいと思います。 

 そこで、要望を込めた質問をもう一点いたしますけれども、所得税の寡婦控除についても、今回、児童扶養手当

を父子家庭へということもございましたし、児童扶養手当を受給している家庭がちゃんと対象となるような見直

しが当然必要になってくると思います。厚労省としても検討し、税制調査会などでしかるべき声を上げていく必

要があるのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○山井大臣政務官 高橋委員にお答えを申し上げます。 

 この寡婦控除の充実等、一人親家庭に対する税制については、今、人的控除制度全体のあり方について調査会

をつくって議論しておりますので、その中で議論をしてまいりたいと考えております。 

○高橋（千）委員 ぜひ前向きにお願いをしたいと思います。きょうは初めてお話をしましたので、また次の機会

にしたいと思います。 

 次に、関連をすると思いますので、子ども手当の問題で少しお話をしたいと思います。 

 子ども手当の質疑のときに私は指摘をしているんですけれども、実際に、自治体の独自のサービスが、手当が

出るからということで縮小されているということが起こっているのではないかなと思います。 

 例えば、五月三日の朝日新聞のニュースですけれども、名古屋市は、第三子以降の三歳未満児を対象とした子

育て支援手当を段階的に廃止する、月額二万円を今年度から半額とし、来年度に停止する方針である。 

 あるいは横浜市、児童手当を受給する母子、父子世帯、生活保護世帯に市が上乗せしていた独自手当、これは三

歳未満児対象、月額二千円ということで、小さいですけれども、今年度から廃止をする。 

 それから、大阪府摂津市などでは、学用品や給食費などを支給する就学援助制度の支給基準を来年度から厳格

化するということで、これは既にあちこちで起きていた問題ですけれども、改めてこういうのが出てきている。 

 それから、例えば京丹後市ですが、ホームページにこんなふうに書いておりました。出産祝い金の廃止。第三子

以降を出産された保護者の方に対して、一子につき五万円を給付していました出産祝い金給付制度は、平成二十

一年度、二十二年三月三十一日までの出産で終了します。申請される方は、三月三十一日までに申請をお済ませ

ください。なお、三月三十一日までに申請することができない場合は、四月三十日まで申請を受け付けますとい

うことで、こればっかりは、三月三十一日までと言われても、おなかに子供さんがいても、予定日が四月以降なら

もらえないし、だからといって早く産むわけにもいかないわけです。 

 こんな影響が既に各市で起きている。政府はどのくらいこうした実態を把握しているのか。また、今後影響が

広がることが懸念されますけれども、そうすると、子ども手当の効果が薄まるように思うんです。どのように考

えますか。 

○山井大臣政務官 高橋委員にお答えを申し上げます。 

 以前からこの問題、高橋委員、確かに子ども手当の審議のときから御指摘になっておりました。そして、五月三

日の新聞、私も連休中でしたが、一面記事を拝見しまして、高橋委員の顔を思い出したところでございます。 

 もちろん、子ども手当の趣旨というのは、社会全体で子育てを応援しようということでありますから、それと

の関連性において、一人親世帯の支援を減らすということに仮になったとすれば、それはある意味で、両親がそ

ろっている世帯と一人親世帯との格差を逆に子ども手当によって広げてしまうことになりかねないわけでありま

して、やはり厚生労働省としては、今までから自治体が独自にされていた子育て支援の施策や一人親支援の施策

というものはぜひ続けていただきたいというふうに期待をしております。 

○高橋（千）委員 今、政務官、とても大事なことをおっしゃったと思います。やはり格差を広げることにならな

いかということなんですよね。 

 子ども手当が、社会で育てるということで、所得制限なく一律に支給をいたしますので、そのことによって、所

得の低い方、いろいろな社会保障で支えられている方と、もっとゆとりの部分に使える方ということで、当然格

差が出てくるのではないかということを問題意識として持っておりまして、そのことを、質問を用意しておりま

した。これは同じ認識でいいのかなというふうに思っております。 



 そこで、ちょっと飛ばして、次の質問を言いたいんですけれども、そのために何が必要かというときに、子供の

貧困ですとか、ここにちゃんと向き合って、土台を一定の水準に上げていかないと効果が出ない、そこからスタ

ートしないと出ないということがやはりあると思うんですね。この点はいいですか。確認したい。 

○山井大臣政務官 高橋委員おっしゃるとおりでありまして、所得制限もなしに子ども手当を支給しております

が、とにかく底上げをしていく、土台を上げていくということが大事だと思っております。 

○高橋（千）委員 そこで、私たちは、例えば、子供の医療費無料化や学校給食の無料化など、あるいは義務教育

の実質無償化ということをやはり本気でやらなければならないというふうに思っているんです。 

 今回は、一つ聞きたいのは、子ども・子育てビジョンには、認可保育所の保育料を一割の自己負担に抑えた場

合、六千九百億円という試算がございます。この発想の根拠と、なぜ一割なのかについて伺います。 

○山井大臣政務官 高橋委員にお答えを申し上げます。 

 子ども・子育てビジョンの議論の中で参考資料を作成しておりまして、その中の一つで、仮に制度的見直しを

行うとした場合の試算を幾つか参考的に提示しておりますが、保育料を一割とする制度見直しの場合の試算とし

て六千九百億円というふうなことを出しております。これはあくまでも機械的な試算でありますが、保育料のあ

り方については、今後の検討課題であるというふうに考えております。 

○高橋（千）委員 書いてみただけというのでは困るので、やはり保育料の負担が大きいということで見直しを、

一定の軽減を考えているのかということをまず一つ聞きたいと思います。 

 それと同時に、厚労省の調査では、昨年の四月で、認可保育所に入っている子供が二百四万九百七十四人、認可

外が十七万六千四百二十一人なわけです。当然、御存じのように、認可保育所を希望しているけれども、ないため

に認可外に入っている子供さんも多いわけです。その方たちは、保育料を下手すれば倍払っていたりするわけで、

負担が大きいわけですよね。そうすると、希望する保育所に入れないがために、子ども手当がそこに消えちゃう

ということもこれありで、さっきの議論と全く同じなわけですよ。 

 だけれども、厚労省の試算は最初から認可保育所しか相手にしていない。これはおかしいのじゃないか。つま

り、ここは、認可外も認可も、子供であることには変わりはないわけです。子供を育てるための負担を減らすとい

う点では変わりはないわけです。 

 例えば、高校授業料の無償化を今回新政権がやったわけですが、そのときに、いろいろ不十分な問題があった

としても、私学にも一定補助をしたように、認可外の子供も含めて保育料の軽減をやるということがあっていい

と思いますが、いかがでしょうか。 

○山井大臣政務官 高橋委員にお答えを申し上げます。 

 保育料を下げる気があるのかということでありますが、これについては、先ほどの参考資料でも申し上げまし

たように、六千九百億円予算がかかる、非常にたくさん予算がかかるということを改めて痛感をしている、そう

いう状況でございます。 

 そして、認可外保育施設の保育料についても補助を行うべきではないかということに関しましては、無認可の

保育所に関しましても、改修等の補助などの認可化移行に向けた支援は行っておりますけれども、子供の観点か

ら公平な支援という意見もあるでしょうし、また一方では、認可外保育施設に対して運営費補助や保育料の補助

を通じた財政支援を恒久的に行うと、結果として、保育の質が下のままで固定化してしまうということで反対意

見もあるわけでありまして、賛否両論ございます。 

 こういうことも含めまして、今後も子ども・子育て新システム検討会議で、幼保一体化などを含めて一緒に議

論、検討してまいりたいと考えております。 

○高橋（千）委員 時間が来たので、続きは来週やります。終わります。 


